
都道府県労働局長殿

基政発0401第1号

平成26年4月1a 

厚生労働省労働基準局労働条件政策課喪

（契印省略）

「今後の労働時間等設定改善関係業務の運営に当たって

留意すべき事項についてjの一部改正について

労働時間等設定改善関係業務については、平成 23年4月1日付け主主発 0401
第 17号「今後の労働時間等設定改善関係業務の進め方について」（以下「業務

通達Jという。）及び開日付け碁政発 0401第1号「今後の労働時間等設定改善

関係業務の運営に当たって留意すべき事項についてJ（以下「留意通達Jという。）

により指示していたところであるが、今般、業務遇遣について、平成26年4月

1日付け基発0401第32号「「今後の労働時間等設定改善関係業務の進め方につ

いて」の一部改正についてjをもって改正されたことから、留意逮遣の「記」

以下について、別添の新113対照表のとおり改正したので、了知の上、引き続き

適正な運用に遺憾なきを期されたい。
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「今後の労働時間等設定改善関係業務の運営に当たって留意すべき事項についてJ
（平成23年4月1日付け基政発0401第1号）新旧対照表

改正後 現 行

記 記

第1 長時間労働の抑制ど年次有給休暇の取得促 第1 長時開労働の抑制と年次有給休暇の取得促

進議J:.:仕事と生活の椀和の実現に向けた社会 進笠仕事と生活の調和の実現に向けた社会的

的気運の醸成等を図るための具体的な施策の 気i震の織成等を図るための具体的な施策の実

実施（業務通達記の第1の3関係） 施（業務通達記の第1のB♀i関係）
1 働量方・休み方改善指標の活用・2ま暴i己つ 働者方・休み方改善ハシドプ立ク等の園発

いて（業務迅速記の第1の3(1）関係｝ について

「働量方・休み方改蓋指標j （墜下 f指標」 f働き方・休み方改善ハYEブックi〔｛亘
といふ） It.係るパンフレツiト（詳細版・鮪 君主］について昌平成26年度はa盗事極通i重業丞

長版）を住成しs都道府県労働局（以下「局i ぴ宿泊業について住成するととしているの

とい主俊）に鹿布することとしているので、 でョ作成後は泊＝ンサルテイシグ~ワーZシ

ワークシヨ立プ主ロンザノレテ4ング等の機会 ヨツプで活庖す2ほか通業界団体を通じ、傘

をとらえてこれらを臨布:t£~どにより指標 下の事業場に周知することa

の活用・普及を図畳ことa

また＇ 2住省の釜託事業により、企業の産量営

者、人裏~務l'J!当者及び労働者がサイトよで

「働き方｜や「休み方lについて自己診断が

できる機能や診駈結果に対主る効巣的対策を

催案する機能等を備えたポータノレサイトを設

置する（第4四半期を回途］とと込lら指援

を!Ii思した置期管理改善の取組の好事創ill&
集し詮託事{§lj集を作成主益｛第4四半期を日

途］こどとしているの玄泊設置・生成後にはh

これらも猿思し主指様の措用・普及を図るこ

よι
なお当指標の概要や企業等における具体的

な1吾恩友訟なI:についてはョ第1四半期に閤

催する労働時開等設定監事長業務m当霊会議に
おいて説明する予定としていることa

2 飽き方・隼?t方改善ハンドブyタ等の!Ii
l!l .普及について（業務通達起の第1の3(2) 

ー盟鍾L
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情報通信業 il!盤:ltーピス業）及び宿泊業
（旅館・ホテル業iを対象とする「i曲き方・
休み友盤普ハンドプzタ」 rn』下「ハンドプ
立ク｜というよ）についてはsハシEプ立ク

に係るパンフレット（詳卸接・簡易llfil室生
成し通各居l己記湖することとしているの玄泊

2ータシヨ記プやコンサルデ:1.ングの機会合
とらえ:li;ia滞当管内の業界団体替を通じた傘

下事業場h の甑布などにより通ハンEブック

の主主用・普及を図るととa

3 喧君事を捉えた年次有給休限政得ii進〔業務
通達記の第1の3(4）関係）

本省の委託事業として3 夏拳及び停来年始

のほか通 10ll 生~盗有給休暇取得促進の重点

周知期聞として重点的な広範を笠2ことなど
を内線とする「時季主翠えた~盗葱給休暇取

得促進lこ鑓る広報事業l盈実施することとし

てL、ること。

杢事業においては、駅貼広報等を塞塩す盃

ほか当ポスター3 リーフレzトをi生践しs各
患のほか＝都道府県、労使国体等へb配布す
ること主しているか

局s労働濫準監督署｛以下『暑｜とい2.l 
においては白金種会盤、集§j詣護等の機会を

とらえてリ目フレzトを毘布す盈などによE
周知に努めること盆なお、周知I＜：当たって佳品

関係行政機関包囲体主の連携に主配管して対

応すること回

第2 労働時間等設定改善推進助成金（以下「推 第Z 労働時間等設定改善推進助成金（以下「推

進助成金Jという。）について（業務通遣の別 進助成金Jという”）について（業務通達の別

添1 「労働時間等設定改善推進助成金支給要 添1「労働時間等設定改善推進助成金支給要

領J（以下『推進助成金要領」という。）関係） 領」（以下 f推進助成金要領Jという。）第1

の1関係）

1 事業主団体等の要件について（推進助成金 1 事業主団体等の要件について｛推進助成金

要領第1の1関係〕 要領第1のl関係）

(!) 「これに準ずる区域jとは、都道府県会 (1) 「これに準ずる区域Jとは、都道府県企

域までではないものの、都道府県内の相当 域までではないものの、都道府県内の棺当
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の純闘の区域を加入対象地域とするもの

をいうものであること。

(2) 中小企業事業主の団体又はその連合間

体（以下「事業主団体等」という。）の識

下の事業主のうち労働者を雇用する事業

主（以下「構成事業主JというJの業種
が複数穏にわたる場合、推進助成金要領第

1の1の（2）のア又はイのいずれか一方の

要件を滅たす業穏ごとの事業主数の合計

が構成事業主全体の2分の1以上である

ことが要件となること。

(3) 財政能力とは、助成金が支給されない場

合でも事業を実施可能であることをいう

ものであること悶

2 取組事項について（推進助成金要領第1の

2 (1）及び3(1)関係）

取組事項の兵体的な内容は、次のとおりで

あること。

(1) 実施体制の盤繍（労働時間等設定改善委

員会を始めとする労使協織機関の設置等）

労働時間等の実織について適切に把握

するとともに、労働時間等設定改普委員会

をはじめとする労使聞の話合いの機会を

整備するとk等がこれに核当すること。

(2) 年次有給休暇を敬得しやすい環境の盤

備

計画的付与制度の導入、年次有給休暇台

帳の作成、年次有給休暇の取得状況の労使

による確館、制度の導入、年次有給休暇の取

得率の目標設定、 2週間程度の長期休暇制

度の導入等取得しやすい雰囲気づくりや

意識の改革等がこれに核当ずること。

(3) 所定外労働の削減

ノ］残業デー、／｝残業ウイ｝タの実施

等がこれに核当するとと。

(4) 労働者の抱える多様な事情及び業務の

態様｝ζ対応した労働時間等の設定

業務の実態について鯛査を行い、当骸調
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の範囲の区域を加A対象地域とするもの

をいうものであること。

(2) 中小企業事業主の団体又はその迎合団

体｛以下「事業主団体等」という。）の傘

下の事業主のうち労働者を属用する事業

主（以下「構成事業主jという。）の業種

が複数穏にわたる場合、推進助成金要領第

1の1の（2）のア又はイのいずれか一方の

要件を満たす業種ごとの事業主数の合計

が構成事業主全体の2分の 1以上である

ことが要件となるとと。

.(3) 財政能力とは、助成金が支給されない場

合でも事業を実施可能であることをいう

ものであること。

2，取組事項について（推進助成金要領第lの

2 (1）及び3(I）関係）

取組事項の具体的な内容は、次のとおりで

あること、

(1) 実施体制の蕗備（労働時間等限定改善奇書

員会を始めとする労使協融機関の設置等）

労働時間等の笑陣。について適切に把握

するとともに、労働時間等設定改善委員会

をはじめと寸る労使関の話合いの機会を

整備するζと等がこれに該当するとι
(2) 年次有給休械を取得しやすい環境の整

備

計商的付与制度の導入、年次有給休暇台、

帳の作成、年次有給休暇の取得状況の労使

による確認制度の導入、年次有給休暇の取

得率の目標設定、 2過間程度の長期休暇制

度の導入等取得しやすい雰囲気づくりや

意織の改革等がこれに該当すること，

(3) 所定外労働の削減

ノ｝残業デ』、ノー残業クイ『タの実施

等がとれに該当すること。

(4) 労働者の抱える多様な事情及び業務の

態様lこ対応した労働時間等の設定

業務の実態について概査を行い、当該鯛



釜結呆及び労働者の抱える多様な事情に

応じて、変形労働時間制、フレッタスタイ

ム制、裁量労働側及び短時間正社員制度を

活用（新規導入、見定し）することがこれ

に核当することa

なお、医療業にあっては、上昔日のほかに

勤務シフト等労働時間商での改善や補助

者の活用（新規導入、見直し）、業務の効

率的な遂行のための業務分担の見直し等

により、労働者の負担騒減を行うことがと

れに核当すること。

(5) 労働時間の管理の適正化

労働時間管理の現状把握、適正化を行

い、時期的に過密とならない業務の運用に

ついての検偲を行うととがこれに核当す

ること。

(6) ワークシ旦アリング、在宅勤務、テレワ

ータ等の活用

多様な働き方の選択肢を拡大するロ｝

クシェアロングの導入、通勤負担の軽減と

なる在宅勤務、テレヲータ等の活用につい

て新たに伺らかの整備を行きことがこれ

に核当ずること。

(7) 特に健康の保持に努める必要があると

認められる労働者（労働時間等設定改善指

針（平成20年厚生労働省告示 108号。以

下「労働時間等見匿しガイドライシjとい

う。）の2の（2）の「特に記慮を必要とす

る労働者について事業主が講ずべき措置』

のイに定められた措置）

労働者の健康を守るための予防策とし

て、メンタノレへノレスケアの実施とあわせ、

疲労を蓄積させない、又は、疲労を軽減さ

せるような労働時間等の設定を行うこと

や、病気休暇から復帰する労働者について

円滑な職場復帰を支援するような労働時

間等の設定を行うこと等がこれに鱗当す

ること。
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査結果及び労働者の抱える多様な事情le:

応じて、変形労働時間側、プレッタスゲイ

ム側、裁量労働制及び短時間正社員制度を

活用（新規導入、見直し）することがこれ

に該当すること。

なお、医療業にあっては、上記のほかに

勤務シフト等労働時間函での改善や補助

者の活用（新規導入、見直し）、業務の効

率的な遂行のための業務分担の見直し等

により、労働者の負担軽減を行うことがこ

れに該当すること。

(5) 労働時間の管理の適正化

労働時間管理の現状抱援、適正化を行

い、時間的に過密とならない業務の運用に

ついての検証を行うととがこれに核当す

るとと。

(6) ワークシェアリング、在宅勤務、テレヲ

】タ等の活用

多様な働き方の選択肢を拡大するワー

クシェアロングの導入、通勤負担の続減と

なる在宅勤務、テレワーク等の活用につい

て新たに何らかの強備を行うことがこれ

に該当すること。

(7) 特に健康の保持に努める必要があると

認められる労働者〔労働時間等設定改善指

針（平成20年厚生労働省告示 10自号。以

下 f労働時欄等見直しガイドラインJとい

う。）の2の（2）の f特に配慮を必要とす

る労働者について事業主が講ずべき措置』

のイに定められた措置）

労働者の健康を守るための予防策とし

て、メンタJレヘノレスケアの実施とあわせ、

疲労を蓄積させない、文は、疲労を軽減さ

せるような労働時間等の設定を行うこと

や、病気休暇から復帰する労働者について

円滑な職場復帰を支援するような労働時

間等の般定を行うごと等がこれに該当す

ること。



(8) 子の養育又は家族の介穫を行う労働者

（労働時間等見直しガイドラインの2の

(2）の「特に飽慮を必要とする労働者につ

いて事業主が講ずべき措置jのロle定めら

れた措置）

育児休業、介護休業、子の看護休機、介

機休暇、所定外労働の免除、所定労働時間

の短縮措置等について規定整備を図ると

ともに、それらの制度を利用しやすい環境

の整備を図るととや、年次有給体椴の取得

促進、所定外労働の削減等により、子の養

育又は家族の介護に必要な時間の確保を

図ること等がこれに該当するとと。

(9) 妊続中及び出薦後の女性労働者（労働時

関等見直しガイドラインの2の（2）の『特

に院慮を必要とする労働者iこついて事業
主が講ずAき措置jのハに定められた措

世）

妊娠中及び出産後の女性労働者につい

て、保健指導又は健康診査を受けるために

必要な時間の穣保を行うとと等がこれに

該当すること．

(10) 単身赴任者（労働時間等見直しガイド

ラインの2の包）の「特に配慮を必要とす

る労働者にやいて事業主が講ずべき措置J

のニに定められた措置）

休日の前日の終業時刻の繰上げや休日

の翌日の始業時刻の繰下げを行うこと、家

族にとって特別な日については休暇を付

与すること等がとれに核当することe

(11) 自発的な1融業能力関亮を図る労働者

｛労働時間等見直しガイドラインの2の

(2）の f特に配慮を必要とする労働者につ

いて事業主が講ずべき措置Jのホに定めら

れた措慣）

有給教育訓練休暇、長期教育訓練休暇そ

の他の特別な休暇の付与、始業・終業時刻

の密夏、勤務時間の短縮、時間外労働の制

5 

(B) 子の養育又は家族の介穫を行う労働者

（労働時間等見直しガイドラインの2の

_(2）の「特に配慮を必要とする労働者につ

いて事業主が購ザベき措置Jのロに定めら

れた措置）

育児休業、介護休業、子の看護休暇、介

護休暇、所定外労働の免除、所定労働時間

の短縮措置等について規定議備を図ると

ともに、それらの制度を利用しやすい環境

の整備を隠ることや、年次有給休暇の取得

促進、所定外労働の削減毒事11:.より、子の養

育又は家族の介護に必要な時間の確保を

図ること等がこれに該当すること．

(9) 倒居中及び出産後の女性労働者（労働時

関等見直しガイドラインの2の（2）の『特

に阻慮を必要とする労働者について事業

主が講ずべき措置jのハに定められた措

置）

妊娠中及び出選後の女性労働者につい

て、保健指導又は健康診査を受けるために

必要な時間の確保を行うとと等がとれに

該当するとと。

(10) 単身魁任者（労働時間等見直しガイド

ラインの2の（2）の「特に臨慮を必要とす

る労働者について事業主が講ずべき措置J

の.：：：.l1:定められた措世）

休日の前日の終業時刻の繰上げや休日

の塑日の始業時員tlの繰下げを行うこと、家

族にとって特別な日については休暇を付

与するとと等がこれに核当すること。

.(11) 自発的な職業能力開発を図る労働者

（労働時間等見直しガイドラインの2の

(2）の f特に臨慮安必要とする労働者につ

いて事業主が講ずA者措置jのホに定めら

れた措置）

有給敏脊訓練休暇、長期教育訓練休暇そ

！の他の特別な休暇の付与、始業・終業時刻

の変更、勤務時照の短縮、時間外労働の情tl



限等労働者が自発的な職業能力開発を図

ることができるような労働時間等の設定

を行うこと等がこれに該当すること。

(12) 地域活動等を行う労働者（労働時間等

見直しガイドラインの2の（2）の「特にfiil

慮を必要とする労働者について事業主が

講ずべき措置Jのへに定められた措置）

地域活動等へ参加する労働者に対して、

特別な休暇の付与、労働者の希援を前提と

した年次有給休暇の半日単位の付与等に

ついて検討すること等がこれに該当する

」と。

(13) その他特le:甑慮を必要とする労働者

（労働時間等見直しガイドラインの2の

(2）の「特に記慮を必要とする労働者につ

いて事業主が講ずべき措笹jのト1c:定めら

れた措置）

労働者の意見を務きつつ、その他特11:11a

l置を必要とする労働者がいる場合、その者

lζ係る労働時間需の設定に配慮すること

がこれに該当すること。

3 成果目標について（推進助成金要領第1の

2 (2）及び3(2）関係）

成果目標の達成状況については、以下によ

り算定すること。

(!) 構成事業主に対して、成果目標に係る実

績を、事業開始時における状況として、事

業承認を受けた前年の8月1日から事業

承認を受けた年の1月末日までの半年間

を算定期間としたものを、事業終了時にお

ける状況とじて、事業承認を受けた年の8

月1日から翌年の1月末日までの半年聞

を算定期間左したものを、それぞれ、下記

4 (2）アのアンケート（ヒアリシグ）調査

により把握すること．なお算定期限につい

ては、例えば賃金締切日が25日となって

いるため、 7月26日から1月25日まで

の半年聞を算定期間とするなど、算定の利

6 

阪等労働者が自発的な職業鎗カ開発を図

ることができるような労働時間等の標定

を行うこと等がこれに該当するとと。

(12) 地域活動等を行う労働者（労働時間等

見ii1i:しガイドラインの2の（2）の「特に毘

慮を必要とする労働者について事業主言が

緋ずべき措置」のへに定められた措置）

地域活動等へ参加する労働者IC:対して、

特別な休暇の付与、労働者の希望を前提と

した年次有給休暇の半日単位の付与等に

ついて検討すること等がこれに該当する

とと。

(13) その他特lこ配慮を必要とする労働者

｛労働時間等見直しガイドラインの2の

(2）の「特に自己慮を必襲とする労働者につ

いて事業主が講ずAき措置jのトに定めら

れた措置）

労働者の意見を聴きつつ、その他特lc:il

慮を必要とする労働者がいる場合、その者

11:係る労働時間等の設定に配慮するこ左

がとれに該当することロ

3 成果自標について（推進助成金要領第1の

2 (2）及び3（幻関暗黒）

成果目標の達成状況については、以下によ

り算定すること。

(1) 構成事業主に対して、成果目標に係る実

績を、事業開始時における状況として、事

業承認を受けた前年の8月1固から事業

承誌を受けた年の1月末日までの半年間

を算定期間としたものを、事業終了時にお

ける状況として、事業承認を受けた年の8

月l日から翌年の1月末日までの半年間

を算定期間としたものを、それぞれ、下記

4 (2）アのアンケート〔ヒアリング）鯛査

により把握すること。なお算定期間につい

ては、例えば賃金j締切日が25目となって

いるため、 7}j 2 6日から1月25日まで

の半年間を算定期間とするなど、算定の手I)



使性から、算定期間を若乎日前後させるこ

とは差し支えない。

(2) 事業開始時及び事業終了時のそれぞれ

について、把握した構成事業主の状況の和

を、把揮した構成事業主数で除して、団体

としての成果目標の実績を算定するとk

(f実施体制の整備」に関する目標である

「労使による結合いの場を設置した構成

事業主数を構成事業主数全体の2分の1

以上とすることJを除く。）。ただし、算定

期間中に雇用調蛙助成金又は中小企業緊

急雇用安定助成金（以下「雇用関盤助成金

等」という．）を受給している構成事業主

については、この算定の対象から除くこ

と。

なお、成凍目標ごとの実績を把揮した構

成事業主数は、構成事業主全体の半数以上

であることeただし、「労働者の抱える多

様な事情及び業務の態様に対応した労働

時間等の設定」に関する目標である「夜勤

圏数の削減』については、夜勤の存在する

構成事業主の事業場（以下「構成事業場j

と川う。）を対象としているため、構成事

業主全体の半数以下であっても量産し支え

ない。

4 推進事業について（推進助成金要領第1の1 4 

4関係）

(1) 推進紡成金要領第1の4のアの「方針策

定等の事業」について

方針策定等の事業の具体例は、次のとお

りであること。

ア方針策定

「推進事業実施の重点とする取組事項

とその内容」、「好事例の収集、普及啓発

の事業の企画j、「説明会、個別指導等の

企画」等の助成対象団体としての推進事

業実路方針を策定することa

イ金体会議
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便性から、算定期間を若干日前後させると

とは差し支えない．

(2) 事業開始時及び事業終了時のそれぞれ

について、把握した構成事業主の状況の和

弘把握した構成事業主数で除して、団体

としての成果目標の実績を算定するとと

（『実施体制の艶繍」に関する目標である

r労使による話合いの揚を設置した構成

事業主数を構成事業主数全体の2分の1

．以上とすることjを除く。）。ただし、算定

期間中に雇用調盤助成金又は中小企業緊

急雇用安定助成金（以下「雇用調整助成金

等Jという。）を受給している構成事業主

については、この算定の対象から除くこ

と。

なお、t金成果目標ごとの実績を抱握した

構成事業主数は、構成事業主全体の半数以

上であること＠ただし、「労働者の抱える

多機な事情及び業務の旗様に対応した労

働時間等の殴定Jに関する同様である「夜

勤圏数の削減」については、夜勤の存在す

る構成事業主の事業場（以下「構成事業場J

という。）を対象としているため、構成事

業主全体の半数以下であっても差し支え

ない．

推進事業について（推進助成金要領第1の

4関係）

(1) 推進助成金要領第1の4のアの「方針策

定等の事業Jについて

方針策定等の事業の具体例は、次のとお

りであること。

ア方針策定

「推進事業実絡の重点とする制時墳

とその内容J、「好事例の収集、普及啓発

の事業の企画」、 f説明会、個別指導等の

企画」等の助成対象団体としての推進事

業実施方針を策定すること。

イ全体会議



事業の企画・立案及び取りまとめ、全

体の意思統一並びに事業実施結果に関

するフォローアyプを図るために、構成

事業主を招集して会識を開催すること。

ウ アンケート（ヒア日ング）続査

(Y) 構成事業場における事業開始時の

労働時間等の設定の状況鵡査

事業開始時に、構成事業場における

労働時間等の設定の状況や労働時間

等の般定の改善に対する意識等を調

査・担撞するとと．

すべての構成事業場11'.対して椀査

を行うものとし、原則として半数以上

の構成事業揚の実態及び成果目標の

実績を把握すること。

なお、百周釜に当たっては、捌査票の

様式例である別添1『労働時間等設定

改善計商j及び詳しい算定方法につい

て取りまとめた別紙の『医療業の団体

の成果闘機に関する計算方法j、「年休

取得日数の計算方法」、「所定外労働時

間の計算方法Jを利用するよう団体を

指導するなどして、正確に成果目標の

実績を把握することe

（イ｝ 構成事業場における事業終了時の

労働時間等の設定の状況調査

事業終了時に、構成事業場における

労働時間等の設定の状況や労働時間

等の設定の改善を進めるよでの問題

点等を部査・把握するとと。

すべての構成事業場に対して調査

を行うものとし、原則として半数以上

の構成事業場の実態及び成果目標の

実演を把揮すること。

なお、調査に当たっては、別添2「労

働時間等設定改善実施結呆報苦手』及び

別紙の「医療業の団体の成果闘標に関

する計算方法J,r年休取得日数の計算

8 

事業の企画・立案及び取Pまとめ、全

体の意思統｝並びに事業実施結果に関

するフォローアップを図るために、構成

事業主を招集して会識を開催すること。

ウアンケート（ヒアy・:,rグ）調査

(7) 構成事業場における事業開始時の

労働時間等の設定の状況調査

事業開始時に、構成事業場における

労働時間等の殴定の状況や労働時間

等の設定の改善11'.対する意識等を鯛

査・抱掃するとと。

すべての構成事業場に対して絢査

を行うものとし、原則として半数以上

の構成事業場の実態及び成果目標の

実績を抱揚すること。

なお、調査にあたっては、欄査票の

様式例である日lj添1「労働時間等設定

改善計画j及び詳しい算定方法につい

て取りまとめた別紙のf医疲業の団体

の成果回標に関する計算方法」、「年休

取得日数の計算方治」、「所定外労働時

間の計算方法Jを利用するよう団体を

l 指導するなどして、正確に成果目標の

実績を抱握ずること。

（イ） 構成事業場における事業終了時の

労働時間等の設定の状況調査

事業終了時に、構成事業場における

労働時間等の設定の状況や労働時間

等の設定の改善を進める上での問題

点等を鯛牽・把握するとと．

すべての構成事業場に対して調査

を行うものとし、原則として半数以ょ

の構成事業場の実態及び成果目標の

実績を指揮すること。

なお、調査にあたっては、別添Z「労

働時間等設定改善実施結果報告j及び

別紙の「医療業の団体の成呆目標に関

する計算方法J、『年休取得日数の計算



方法」、「所定外労働時間の計算方法」

を活用す石などして、正確に成果田療

の実績を把握すること。

エ調査結果分析

(7) 事業開始時の調査結果分析

ウの（7）の結果を分析し、支給対象

団体として、推進事業を進める上での

基礎とすること。

（イ） 事業終了時の調査結果分析

ウの（イ）の結果を分析し、事業の成

果、事業終了後の課題等を検討し、ア

ォロ］アップを関るための基礎とす

ること．

(2) 猪進助成金要領第1の4のイの「好事例

の収集、普及啓発の事業」について

。好事例の収集、普及啓捻の事業の具体例

は、~のとおりであること。

ア巡閲｛訪問）調査

労働時間等の設定の改普に関する好

事例事業場を訪問し、好事例についての

調室・収集を行うこじ

イ 好事例集・報告書作成及ひ粗布

アの結果及び後述の（5）を実施した場 l

合は改善事例についても取りまとめた

事例集及び理事業の成果を取りまとめた z

t 事例集世作成し、構成事業場に~［＇；布ずる

』と。

(3) 推進助成金要領第1の4のウの「セミナ
ーの朔催の事業」について

セミ十ーの開催の具体例は、外部から講

師を招吉、労働時間等の設定の改静IC:向け

た気遣Eの費量成のために、その必要性等につ

いてのセミナ｝を開催すること等である

こと。

(4) 推進助成金要領第1の4のエの「巡回指

導等の事業』について

巡回指導等の実施の具体例は、次のとお

！りであるとと．
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方法J、「所定外労働時間の計算方法J

を活用するなどして、正確に成果目標

の実績を把握すること。

エ調査結果分析

の 事業撚始時の調査結果分析

ウの（7）の瀦呆を分析し、支給対象

団体として、推進事業を進める上での

基礎とすること。

｛イ） 事業終了時の鯛査結果分析

ウの（イ）の結果を分析じ、事業の成

果、事業終了後の課題等を検討し、フ

＊回』アップを[SJるための基礎とす

ること。！

(2) 推進助成金要領第1の4のイの「努事例

の収集、普及啓発の事業Jについて

好事例の収集、普及啓発の事業の具体例

は、次のとお慣であるとと．

ア巡回（訪問)o鯛査

労働時潤等の殻定の改善に関する好

事例事業場を貫主院し、好事例についての

鯛査・収集を行うこと。

イ 好事例集・報告書作成及び臨布

アの結果及び後述の（6）を実施した場

合は改善事例についても取りまとめた

事例集及び事業の成果を取りまとめた

事例集を作成し、構成事業場l;::!ftl布すする

とと。

(3) 催進助成金主要領第1の4のウの fセミナ

ーの開催の事業」について

セミナ』の開催の具体例は、外部から講

師を招昔、労働時間等の設定の改善に向け

た気運の厳成のために、その必要性等につ

いてのセミナ』を開催すること等である

こと。

(4) 推進助成金喪傾第1の4のェの f巡回指

導等の事業」について

巡回指導等の実施の具体例は、次のとお

りであること。



ア金体説明会

(7) 事業計画の説明

構成事業場の責任者・担当者i己実態

に基づく労働時間等の設定の改善に

向けての事業計画を説明し、周知徹底

を図ること。

（イ） 専門家の招へい

外部から専門家を招量、労働時間等

の股定の改善を行う際1：.猪生する労

務管理上の諸問題の改善のための対

応方法に関して説明を党けることる

イ 巡回形式による個別指導

選定事業場や希望する事業場を訪問

して、労働時間等の設定の改善を行う際

に発生する労務管理上の問題点の解決

方法や就業規則等の変更、作成の方法等

について、相骸に応じるとともに、具体

的な指導を行うこと。

ウ 相談会形式による個別指導

灘定事業場や希望する事業場に対し、

労働時開設定改善推進員（以下「推進員」

という。）、外部の専門家等による相談会

を開催し、労働時間等の設定の改善を行

う際に猪生する問題庶の解決方法や就

業規則等の変更、作成の方法等について

具体的な指導を行うこと。

(5) 推進助成金要領第1の4のオの「重点的

な指導が必要な事業場f；：対する個別指導

の事業」について

労働時間等の設定の改善に向けて団体

全体の底よげを図るため、年次有給休暇の

取得が低綱又は所定外労働時間が長い構

成事業場などに対し、 1か月以上の甥聞に

わたって複数回、外部の専門家が個別に訪

問し、労働時間等の設定や業務体制などの

実態、労働時間等の設定を改善する際1：.発

生ずる問題を把握するとともに、その帰決

方法について兵体的に助言・指導を行うこ
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ア全体説明会

（了） 事業苦1・画の説明
構成事業揚の責任者・担当者に実態

に基づく労働時間等の設定の改善に

向けての事業計画を説明し、周知徹底

を図ること。

（イ） 専門家の招へい

外部から専門家を招き、労働時間等

の設定の改善を行う際に発生する労

務管理上の賭問題め改善のための対

応方法1：.関して説明を受けること。

イ 巡回形式による偲別指導

選定事業場や希望する事業場を防閉

して、労働時間等の設定の改善を行う際

に発生する労務管理上の問題点の解決

方法や就業規則等の変更、作成の方法等

について、相談lこ応じるとともに、具体

的な指導を行うζと．

ウ相談会形式による個別指導

選定事業場や希望する事業場に対し、

労働時開設定改善推進員（以下f推進員J

という．）、外部の噂門家等による相験会

を開催し、労働時間等の設定の改善を行

う際に発生する問題点の解決方法や就

業規則等の変更、作成の方法等について

具体的な指導を行うこと。

(5) 推進助成金要領第1の4のオの「重点的

な指導が必要な事業場に対する偲):11）指導

ーの事業Jについて

労働時間等の設定の改善に向けて団体

全体の底上げを図るため、年次有給休暇の

取得が低調又は所定外労働時間が長い構

成事業場などに対し、 1か月以上の期聞に

わたって複数回、外部の専門家が個別に訪

問しi労働時間等の設定や業務体制などの

実態、労働時間等の設定を改普する際に発

生する問癒を抱撞するとkもに、その解決

方法について具体的に助言・指導を行うと



と。

また、改善が図られた事例については、

改善事例として取りまとめること．

(6) 推進助成金要領第1の4のカめ「労働時

関等の設定の改善に向けた取引先等との

調整の事業Jについて

取引先等との調整の具体例は、次のよう

な項目について連絡会議の開催やそのた

めの資料の作成等を行うことが核当する

ζと。

・短納期発注の抑制、納期指定の弾力化

等の要請

・ 週末発注・週初納入、終業時間後発注・

盟朝納入等、労働時間等の設定の改善を

阻害する発注方式の抑制の要請

時間外労働の削減や休日・休暇の取得

を前提とした計画的生産・発注平準化へ

の協力要請

・ 発注苦ト簡の事前の情報提供と爾畿の要

情

(7) 推進助成金要領第1の4のキの「上記の

ア～カには骸当しないが、 2(1）又は3(1) 

に掲げた取組事項を撒進するために必要

と認められる事業jについて

例えば、労働時間の削減に向けた業務の

効率化に資する新しい機械・器具の実投機

習の開催などを指すとと。

本事業については業種等lとより事業内

容が異なることが想定されるため、 2に掲

げた取組事項を推進するために、 f;IJえば上

記の実技静習の場合11:は、実技講習と併せ

て労働時間短絡の必要性に関するセミナ

｝を開催することなど、必要な．条件を附す

る場合があるととから、事業承認に当たっ

ては本省に相談すること。

5 推進員の配置について（推進助成金要領第

ZのZ関係）

推進員の臨置を行う場合、その配置につい

11 

ど。

また、改善が図られた事例については、

改善事例として取りまとめること。

(6) 推進助成金要領第lの4のカの f労働時

関等の設定の改普11:向けた取引先等との

綿盤の事業」について

取引先等との鯛整の具体例は、次のよう

な項目について連絡会織の開催やそのた

めの資料の作成等を行うことが核当する

こと。

・ 短納期発注の抑制、納期指定の弾カ化

等の要請

・週末発注・週初納入、終業時間後発注・

翌戦納入等、労働時間等の設定の改善を

阻害する発旗方式の抑制の要請

・ 時間外労働の削減や休日”休暇の取得

を前提どした針商的生産・発投平準化へ

の協力要指

・ 発注言十閣の事前の情報提供と閥整の要

持

(7) 推進助成金要領第1の4のキの『よ記の

ア～カには該当しないが、 2(1）又は3(1) 

に掲げた取組事項を推進するために必要

と認められる事業」について

例えば、労働時間の削減に向けた業務の

効帯化に資する新しい機械・器具の実技講

習の開催などを絡すこと。

本事業については業種等により事業内

容が異なることが相定されるため、 2に掲

げた取組事項を推進するために、例えばよ

記の実技講習の場合には、実技講習と併せ

て労働時間短縮の必要性に関するセミナ

ー令開催することなど、必要な条件を測す

る場合があることから、事業承認にあたっ

ては本省に相談すること。

6 推進員の配置について｛推進劫成金要領第

2の2関係）

推進員の廊置を行う場合、その配置につい



ては、次のとおり取り扱うこと。

(1) 推進員は、推進事業の実施に関して、

ア 事業方針に基づき円滑に実勉するこ

と

イ 事業実施の承認を受けた事業主団体

等が連合体の場合には、傘下のBl体との

連絡嗣整を行うこと

ワ 推進助成金に隠する書類の作成を行

うこと

等、事業運営の中心的な役割を担う者とし

て阻置するものであること．

(2) 推進員については、労働時間制度につい

て、専門的な知搬を有すること。

(3) 推進員l士、衆用の限度額の範囲内で複数

配置して差し支えない。

(4) 当該推進員業務の実施Ir.当たP必要な

印刷費、通信運搬費、消耗品費、旅費等の

経費については、各事業の実施lこ要する経

費の中に計上すること。

6 成果関擦の達成状況に関する証拠書類につ

いて（推進助成金要領第3の2(1）ウ関係）

成呆目標の造成状況に関する証拠帯類と

は、上記4(1）ウにより構成事業場から収集し

たアシケー下（ヒア日ング）調査の調査票等

の写し及びその集計結果を指すとと。

なお、当骸アンケ｝ト（ヒアリング）鯛賓

の調査票等の内容を裏付ける資料について

は、必ずしも支給申鵠の際に添付する必要は

ないが、構成事業場において整理しておくな

ど、支給審査時に必要に応じて確認するとと

ができること。

7 労働時間等設定改詩集施計画の承認制度の

活用について

支給対象団体から、指進事業の内容で営業

にかかわる事項が含まれる等私的独占の禁止

及び公正取引の確保Ir.関する法律よの問題が

懸念されるとの相談があった場合には、労働

時間等の殴定の改善lこ関する特別措置法第8

12 

ては、次のとおり取り扱うこと。

(1) 推進員は、推進事業の実施1r.関して、

ア 事業方針に基づき円滑に実施寸るこ

と

イ 事業実施の承認を受けた事業主回体

等が連冶体の場合には、傘下の間体との

連絡繍撃を行うこと

ウ 推進助成金に関する書類の作成を行

うとと

等、事業運営の中心的な役割を担う者とし

て配置するものであると左。

(2) 推進員については、労働時間制度につい

て、専門的な知識を有すること．

(3) 推進員は、費用の限度額の範盟内で後数

配置して差し支えない。

(4) 当核推進員業務の実施に当たり必要な

印刷費L通信運搬費、消耗品費、旅費婚の

経費については、各事業の実施に要する経

費の中11'.計上すること。

6 成果目標の達成状況に関する程拠書類につ

いて（推進助成金要領第3の2(1）ウ関係）

成果目標の達成状況に関する程拠書類と

l士、上記4(1) '7により構成事業場から収集し

たアンケート（ヒアリング）調査の調査票等

の写し及びその集計結果を指すこと。

なお、当該アンケート（ヒア日ング）鯛牽

の調査票等の内容を裏付ける資料について

は、必ずしも支給申請の際に添付する必要は

ないが、構成事業場において整理しておくな

ど、支給審安時に必漫に応じて械認すること

ができること。

7 労働時間等設定改善実施計画の承認申u度の

i 活用について

支給対象団体から、推進事業の内容で営業

にかかわる事項が含まれる等私的独占の禁止

及び公正取引の確保に関する法律上の問題が

懸念されるとの相談があった場合には、労働

時間等の設定の改善に関する特別措置法第8



条の労I働時間等設定改善実施計画の京認制度

を滑周？ずるよう助言を行うこと。

条の労働時間等設定改善実施計画の承認制度

を活用するよう助言を行うこと。

第3織場意識改善助成金（以下「改善助成金JI；第8
という。）について（業務遇遣の即l添2r職場

職場意識改善助成金（以下「改善助成金」

という。）について（業務通達の知j添2r職場

意織改善助成金支給要領J)（以下「改善助成

金支給要領Jという。）第Zの1関係）

意織改善助成金支給要領」｝（以下「改善助成

金支給要領jという。）関係）

1 支給対象事業主の要件について（改善助成

金支給要領第2の1関係）

改善助成金支給要領第2の1(1）について

は、改修助成金が、労働者災害補償保険法（昭

和22年法律第50号）第29条の社会復帰促進

等事業として行われることによるものである

こと。

よqて、改善助成金の支給を受けようとす

る場合には、労働者災害補償保険の加入手続

きがなされていることが必要でおるとと。

2 事業実施計画について（改善助成金支給要

領第2の2関係）

職場意識改善助成金事業実施計商（以下「事

業実施計画JKいう。）に盛引込む具体的な内

容は、次のとおりであるとと。

(1) 実施体制の整備のための措置

次のアからウのすべてについて、取り組

むこと。

ア 労働時期等設定改善委員会の設置等

労使の話合いの機会の整繍

労働時間等の実態について適切に抱

握するとともに、職場意織改善11'..向けた

取組を促進するため、労働時間等設定改

善委員会をはじめとする、労使の話合い

の機会を整備するとと等がとれに該当

すること＠

イ 労働時間帯に関する伺々の苦情、意見

及び要望を受け付けるための担当者の

選任

労働時間停の設定の改善を目的とし

た職場意識改善を図るためには、事業主

13 

1 支給対象事業主の要件について（改善助成

金支給要領第詰の1関係）

改善助成金支給要領第2の1（！）について

は、改善助成金が、労働者災害警繍償保険法（昭

和22年治律第60号）第29条の社会復帰促進

等事業として行われることによるものである

こと。

よって、改善助成金の支給を受けようとす

る楊合には、労働者災害補償保険の加入手続

きがなされているととが必要であるとと．

2 事業実施計画について（改善助成金支給要

領第2の2関係）

職湯意識改善助成金事業実錨計画（以下「事

業実施軒商jという．）に盛り込む具体的な内

容は、次のとおりであること。

(1) 実施体制の整備のための措置

次のアからウのすべてについて、取り組

むこと。

7. 労働時間等設定改普委員会の設置等

労使の話合いの機会の盤備

労働時間等の実線について適切に把

握するどともに、職場意識改善に向けた

取組を促進するため、労働時間等設定改

善委員会をはじめとする、労使の話合い

の機会を艶備すること等がこれに該当

すること。

イ 労働時間等に関する個々の苦情、意見

及び要皇室を受け付けるための担当者の

退任

労働時間等の設定の改善を目的とし

た職場意織改善を悶るためには、事業主



が、労働者各人からの労働時間等の個別 が、労働者各人からの労働時間等の個別

の苦情、意見及び婆望に誠意をもって耳 の苦情、意見及び重要望1r.誠意をもって耳

を傾け、善後策を勝じるととが必要であ を傾け、普後策を講じることが必要であ

るととから、苦情等に応じるための担当 ることから、苦情等に応じるた・めの担当

者を選任し、処理制度を設けるととがこ 者世遺伝レ、処理制度を設けると主がこ

れに該当するととロ れに核当すること。

ウ事業実施計閣の周知 ウ事業実施計画の周知

労働者に対する事業実施計画の岡知 労働者に対する事業実施計画の周知

を図るため、社内報h の掲載、事務所等 を図るため、社内報への掲載、事務所等

の見やすい場所への掲示、ホームページ の見やすい場所への掲示、ホ』ムページ

等での公表等の実施がこれに餓当する 等での公表等の実施がこれに該当する

こと。 こと。

(2) 支給対象の事業について (2) 支給対象の事業について

助成対象経喪の値圏は、受付要綱第8条

に定める事業実施期間に事業を実施する

ために;Ii;盤に支出した経費iこ陛2hるが、
相jえば、契約形態がリース契麹注ラ:iセン

ス皇E重弘主ーピス主U用契約などの契約期盟
が事業実I基調伊を超える契約についエi土当
事業実施遡閣を超えた分の契約期閣に係

る費用について事業実施期間中に支出し

ていたと」てlbこの費用については事業

実施期間虫［r.基準を実施主るため~経費

とは認められないためs 助~象の経堂と

はならないこと。

ア労働環境改善事業 ア職場意識改善:::i－ス

次の（7）からか）までのうち、 1つ以 ?I¥の（7）から（エ）までのうち、 lつ以

上実施すること。 上実織するとと．

なお、企部の締師、専問家としてi立s

労務管理、毎蛍面の専問家として当 f土会

イ基険労務士、史小企謹診断士ョ経営ヨン

サルタント、長時間労働等によ2鐘康面
の専門家としてョ医随語録健師ョ労働衛

生コシサFレダントなどが考＆られるこ

主』

(7) 労務管理担当者に対する研修 (7) 労務管理担当者に対する研修

管理職等に対して、労働時間等の 管理職等に対して、労働時間等の

設定の改善に向けた必要性等につい 設定の改善に向けた必要性等につい

14 

ヘ



て照知を図るため、外部の講師を招

き研修を実施すること、外部の専門

家が開催するセミナーに参加するこ

と等がこれに験当すること。

（イ） 労働者に対する研修、周知・啓発

労働者に対して、労働時間等の設

定の改善に向けた必要性等について

周知を図るため、外部の講師を招き

研修を実施すること、ノー残業デ一、

ノ】残業ウィータの実縮、年次有給

休織の取得皐の目標設定等に係る周

知を行うこと、 2週間程度の長期休

限制度の導入等取得しやすい雰囲気

づくり等に係る啓発を実施すると土

等がこれに核当すること．

(7) 外部専門家による司ンサルティン

亨

外部φ専門家による』業務体制等

の現状の抱煙、労働潔墳の改善に向

丘ft_問題点・原因の分析、対策の検
討・実施弾事がこれに核当すること。

（エ） 就業規則・労使協定等の策定，見

直し

年次有給休i肢の計画的付与制度・

時閥単位付与制度や、改善助成金支

給要領第2の2(2）のア（7）のaから

fまでを目的とした、変形労働時間

制、フレッタスタイム側、裁量労働

側、短時間正社員制度、多機な働者

方の選択肢を拡大するワークシェア

ロング、通勤負担の経滅となる在宅

勤務、テレ？~夕、労働時間等見直

しガイドラインの2の（2）の「特に記

慮を必要とする労働者について事業

主が講ずべき措壁」のイからトまで

に定められた特に面目慮を必要とする

労働者に対する休暇の付与等の措置

としての病気休日段、ポラシティア休

15 

て周知を図るため、外部の講師を招

き研修を実施すること、外部の専門，

家が開催するセミナーに参加するこ

と等がこれに該当すること。

（イ） 労働者に対する研修、周知・啓発

労働者11'.対して、労働時間等の設

定の改善に向けた必要性等について

周知を図るため、外部の瞬師を招き

研修を実施すること、ノ］残業デー、

ノー残業ウィークの実施、年次有給

休暇の取得率の目標設定等に係る周

知を行うこと、 2週間程度の長期休

暇制度の導入等取得しやすい雰囲気

づくり等に係る啓発を実施すること

等がこれに該当するとと巴

(7) 外部専門家によるヨンサノレティン

グ

外部の専問家による業務体制等の

現状の抱握、問題点・原因の分析、

対策の検討・実施等がこれに該当す

ること。

（エ） 就業規則・労使協定等の策定・見

、直し 1

年次有給休暇の計画的付与制度・

時間樹立付与・制度や、改善助成金支

給要領第2の2(2）のア（7）のaから

fまでを目的とした、変形労働時間

制、フレッタスタイム制、裁量労働

側、短時間疋社員制度、多様な働き

方の選択肢を拡大するワ』タシェア

ロシグ、通勤負抱の経減となる在宅

勤務、テレロー夕、労働時間等見直

しガイドラインの2の（2）の「特に青a
慮を必聖書とする労働者について事業

主が講ずべき措置」のイからトまで

に定められた特に臨慮を必要とする

労働者tr対する休暇の付与等の措置

としての病気休暇、ボランティア休



職、日フレyシ品休暇、裁判員休暇 眠、 Pフレッシュ休暇、裁判員休暇

等の特別休暇等を導入するために必 ‘等の特別休暇等を導入するために必

要な就業規則・労使協定等の策定・ 要な就業規則・労使協定等の策定・

見置しii~これに該当すること。 見直しがとれに該当することa

イ 改箸基盤整備事業 イ n時伊管理適正銘＝｝ス
次の(7）から（オ）までのうち、 1つ以上 次の（7）からい）までのうち、 1つ以上

実施すること。 実絡するとと．なお、各事業の自容は、

事業の実施11:よE労働時担の抱揮が適
:iElt行われているかを確認し泊労働時間

笠理上の慣題点の担握及びその鰹消を

図呈主のよなっており訟また事業の実施

により把握した労働時間等に基づき業

務内餐や体申~室見査す笠lこよ智業務能

毒事を塑進することで、所定外堂~を削減

し、年~有給休唱の取鍾を鍵進するもの

となっていること。

(7) 労務管理用機器の導入・更新 (7) 労務管理用機器の導入・更新

労働者の労働問ごとの始業・絡業 労働者の労働日ごとの始業・終業

時~Jを記録することができるタイム 時刻を記録することができるタイム

レローダ｝、 ICカード及びICカ レコーダー、 ICカード等、 ICカ

ードの読取装置等の導入・更新がこ ］ド等の読取装置等の購入がこれに

れに該当すること。 核当すること。

（イ） 労務管理用ジフトウェアの導入・ （イ） 労務管理用Yフトウェアの導入元

東新 更新

勤怠管理Yフトウzア等の導入・ 車墜(fl勤怠管理ツフトウzア等の

更新、事業場独自の動；怠管理yフト 購入、事業場独自の勤怠管理ジフト

ウェアの開発（自社関碕を除く）等 ウzアの開発等がこれに該当するこ

がこれに該当ナること． と。

（ヲ） デジタル式運行記録官十の導入’東 。） デジタル式運行記録昔十の導入・吏

新 新

車載機器として、車載締本体、記 軍戦機器として、車輪器本体、記

録媒体（メ弔リーカード等）等の購 録媒体（メモHーカード等）等の購
入が、事業場用機器として、読取装 入が、事業場用機器として、銃取装

置（メ号リーカード9－ダ一等）、 置（メモ9ーカードPーダ｝等）、

分析ソフトウzア等の導入？更新が 、分析ソアトウzデ等の購入がこれに

これに該当すること。 自主当すること。

（エ） テレワーク用通信機器の導入・更 （エ） テレワーク周遊f耕備の導入・吏

新 新
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労働者の自宅における機器とし 労働者の自宅における機器とし

て、シンクライアント端末装置、 V て、 νシクライアント端末装置昔、 V
p N装置等の導入・更新が、また、 p N装置等の燈ムが、京た、事業場

事業場における機器kしてイシンク における機器として、シンクライア

ライアントサーノ〈、 Vp N装置、ネ シトザ』パ、 Vp N装置、ネットヲ

ットヲ｝タ致視装置等の導入・更新 ~~.監視装置等の盛ムがこれに核当

がこれに該当するとと。 すること。

（オ） 上記（7）から｛ヱH;：：該当しない労 ｛新設）

働能率の増進｝ζ資する設備・機器等

の導入・更新

盗皐管理の負担を絡滅するPOS 

装量白書動車整備盗難の能率主主自上

t させる温厚式V7ト泊食器洗い作業

の負担を騒滋玄る自動食器洗い乾燥

機などョ労働笠が直接行E業務負担
を軽減する設備・盤器等の導入・更

新がこれに該当するこふ

3 成果閏標及び交付豪調理第3会箆4！！！の要性 3 成果目標について〔改善助成金玄盆葱館第

について（改善助成金支給要領第1の2Q）当 2の2(2）関係）

〔42堕係］

成果目標及び交付要綱第3条第A項の要£！.： 成果目標の達成状況については、以下によ

｛溢下「成果目標等Jという.）の遥成状況に り算定すること。

ついては、以下により算定することa

なお、算定に当たっては別添3「成果目標

~の遺感状況に闘する集計表 Iill',下「集計表」

とい2.2を活用するなど、 E確に議援を担握

するとと。

また、算定方法が弘下に盤り難い場合など
「

には、必要に応じ、木省に相談するこL

(1) 成果目標笠に係る実績を、事業開始時に (1) 成呆目標に係る実績を、事業隈始時にお

おける状況として、事業承認を受けた前年 ける状況として、事業承認を受けた前年の

の事業実施計画の2(12の期間を算定期 an 1日から事業承認を受けた年の1月
間としたものを、事業終了時における状況 来日までの半年聞を算j声期間としたもの

として、事業承認を受けた年の事業実施許 宏、事業終了時における状況として、事業

画の2( 1）の期簡を算定期間としたもの 承認を受けた年の8月1E!から翌年の1

を、それぞれ、算定するとじ 月末日までの半年聞を算定期間としたも

のを、それぞれ、算定すること。なお算定

期間については、例えば賃金締切日が25 

17 



日kなってい盃ため当 7月26目から1[j 

25日までの半隼聞を鑑定期胞とするな

ど通算定のllJ便性から泊算定期間を若干日

前3皇室せることは差し支主張いことa
(2) 事業主が履用調整助成金等を受給しτ (2) 事業主が雇用開整助成金等を支給して

労働者を休業又は職業部l練（以下『休業等J 労働者を休業又は職業国l嚇（以下「休業等J

という。）させている期聞が、成果目標笠 という．）させている期聞が、成果目標の

の算定期間に合まれている場合、労働者の 算定期聞に含まれている場合、労働者の月

月間平均所定外労働時間数については、雇 開平均所定外労働時間数については、雇用

用調整助成金等を受給して休業等し允月 調整助成金等を受給して休業等した月の

の所定外労働時間数及び労働者数から、当 所定外労働時間数及び労働者数から、当該

該休業等労働者分を除いて算定すること 休業等労働者分を除いて算定することと

とし、労働者の年次有給休暇の年間平均取 し、労働者の年次有給休暇の年間平均取得

得日数については、雇用調整助成金等を受 日数については、雇用開設助成金等を受給

給して休業等した月の年次有給休暇の取 して休業等した月の年次有給休暇の取得

得日数及び労働者数から、当該休業等労働 E数及び労働者数から、当核休業等労働者

者分を除いて算定すること。 分を除いて算定すること。

また誕算定方法についエは注具体的な百十

算飽などをまとめたE崎県「笠休取得日数の
註算方法れ「所定外労働時閣の計算方法i

を活用するなどして、正確に実態を把握す、

ること内

なお、上記に依り難いな~で必~な場合

は‘本省に相談すること．

4 承認申鯖害の務付重墾について （新股）

2主普助成金支給要領第3の・l( 12のEの

書遁は、 lJIJ添3の集書十袋及び註集計表の也容

を確認するこ主ができる賃金台握、年次有給

休暇管理表なrの；［しを提出させるよ；；.!::, 
なおョ集計表I己記載するm定外労働時間数
l立泊時国外労盤時間数に悠自主t働日豊聞数者加
えた時間数として差支えないiiのとし当その
揚含＞ i2i定外労働時間数に関する集計衰の盤
認は、原fil占kて注賃金台帳により行えば足

りるものとすること。

第4 助成金の周知について（業務遜連記の第Z 第4 助成金の周知について｛業務通達記の第2
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関係｝ 関係）

1 撤退助成金について 1 推進助成金について

推進助成金については、支給対象となる事 推進助成金については、支給対象となる事

業主団体の要件1.r:留意しつつ、業務通途の餌 業主団体の喪件に留意しつつ、業務通達の記

の第Sの3による局選定業種、宿泊業並びに の第3の3による局選定業種、宿泊業並びに

長時間労働の実態にある運輸業及び情報通信 長時間労働の実態にある運輸業及び情報通信

撲に脱する団体等に対して第1四半期を中心 業It:属する岡体等に対して第1四半期を中心

It:積極的にその活用を働きかけること6 に積続的にその活用を働きかけること．

2 改善助成金について 2 改善助成金について

改善劫成金労働環翠改善・睦叢基盤整備コ 改善助成金については、当該助成金の申椅

二三については、当該助成金の申椅期限が旦 期限が.llLl!Sl:なっていることに留意し、第
A率となっていることに留意し、 1第L第2 1四半期を中心に、日｝フレットを活用し、

盟主盟を中心に、日ーフレットを活用し、あ あらゆる機会を通じて積根的に周知を行うこ

らゆる機会を通じて積極的に飼知を行うこ と。 特I＜：：，~成初年度からヨ Zイムカ回ドョ

と。 特に、平成26年度から助成対象事業を re カ』ド笠の~働時慣を客観的に記録する

拡充し、堂働能曜の増進に資する段備、機器 ための磁器語差益管理Yフトウェア当デジ9

等についても魁成対象とするこ（：： （：： したの ノレ書コグラフ笠を準入・更新し＇~働時間の

で当本助成金の活用により労働時間等の設定 適宜な管理を行2:1:小公選を支援十るために
の改善が見込まれる企業を把領した場合に 設けた「労働時間笠理適正；（l:;::i－スJについ

は、積極的に働きかけを行うこと2 てi主＝殿葺指導において過労働時国の笠翠の
また、テレワ】クロースについては、申諦 適疋；（I:;に資するこれらの機械、器具の導入が

麹E還が 12月15Bまでkなっているととiこ留 必霊な事業場を把握した量含iこ日ーフレzト
;I し諭 11[1 四業掛から第2回H：！でま虫，i:.• を活用して説明するほかs これ:;Ii~にs 労働

It:，リーフレ立トを活用し、あら~る機会を 時間管理の適正iじを蹟導した理事業場等に対し

通じて積極陸に周知を行Eことa て日』フレ2トを送付するな！！の方法によ

なお、企業からの閲合わせ主主どが労働局に E誼積極的に周知を行2ことE
寄せられた場合は、テレワーク相談センター

の連絡先を案内するとと。

第5 働者方・休み方改善::i：，；サノレタシトによる 第5 働き方・休み方改善盟シサルタントによる

個別事業場等に対する支援（業務遇違記の第 個別事業場等に対する支援（業務通達記の第

S関係） 3関係）

1 対象事業場とその対応について 1 対象事業場とその対応について

対象事業場の選定等に当たっては、次の（1) 対象事業場の選定等に当たっては、次の（l)

～（5）に留意すること。 ～（5）に留意すること。

また、対象事業場に対し、コンサJレティン また、対象事業場It:対し、ロンサルティン

グ等を行った場合は、 jJIJ添.1.r対象事業場管 グ等を行った場合は、別添え f対象事業場管

理表Jを活用し、自主席検の状況を含め、逐 理表Jを活用し、自主点検の状況を含め、逐
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次状況を記録するなどして、それぞれの進捗 19'状況を記録するなどして、それぞれの進捗

状況を管還すること。 状況を管理すること白

(1) 局選定業積の事業場 (1) 局選定業種の事業場

ア局選定業穫についτ ア局選定業種についで

局選定業種については、これまで昼又 局選定業種については、これまで盤逗

ほ差において実施してきた各種の自主 底.ll'>労働亙｛弘下『昼Il:い2.）又は
点検結果により、長時間労働や年次有給 労鑓基準監督署（弘下『量！とい2盆｝
休暇の取得率が低い業種、長時間労働や において実施してきた各種の自主点検

年次有給休暇の取得に関する相談が多 結果により、長時間労働や年次有給休暇

数寄せられる業種、これまでのコンサル の取得率が低い業穏、長時間労働や年次

ティングの実績等から業種全体で取り 有給休暇の取得に関する相談が多数帯

組む必要があると局においτ判断した せられる業種、これまでのコンサルテイ

業種、業種別の年次有給休暇の取得平等 ングの実績等から業種全体で取り組む

を把握している場合は取得率が低い業 必要があるど局において判断した業種、！

種、各種の統計により労働時聞が長い業 ’業種別の年次有給休暇の取得率等を把

穂等から遊定すること。また、局選定業 握している場合ば取得率が低い業種、各

穏は複数選定して差し支えないとと． 種の統計によP労働時間が長い業種等

上記第1の2の主主E,;f;:省において から選定すること。また、局選定業種lま

ハン Rブック~住成し当各局に情報提供 複数選定して差し支えないこと。

した情報通信業1&び宿撞業について、こ なお、木省iζおいては当上記f!lの1

れらの業種を選定対象として検討のよ、 のとおり通情説通信業及び盤泊業につい

コンサノレテdング， JZ－タジヨ yプa集 てs「働き方・休主主主改善ハンドプyタI

5置援護等において積極的に盗用するこ (jJi.称） ；／；＇.伸成することから、とれらの

よ』 業種を選定主ることについても検討す

イ 局選定業種i己係る事業場の選定基準 るとと。

の策定について イ 局選定業種に係る事業場の選定基準

選定基準の策定に当たっては、局選定 の策定について

業穏に該当するすべての事業場を対象 選定基摺の策定に当たっては、局選定

とするのではな4、例えば｝定規模以上 業穏に核当するすべての事業場を対象

の事業場、地域等のまとまりのある事業 とするのではなく、例えぽー定規模以よ

場を対象とする等、 Eシサノレテイングの の事業場、地域等のまとま世のある事業

効果が最大限発揮されるものとするこ 場を対象とする等、 2シサノレテイングの

と。 効果が最大限予告揮されるものとするこ

ウ行政手法について と。

自主点検を行う場合は、 jjlj添：_2_「労働 ~ 行政手法について

時間等紋定改善自主点検表」を用いるこ 自主点検を行う場合は、別撚if労働

と。ただし、既］＜：~也の自主点検等により、 時間等設定改善自主点検表J者用いると

上記自主点検の内容を抱握している場 と。ただし、既に他の自主点検等により、
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合は、当骸自主点検を省略して差し支え

ない。

(2) 助成金を支給した事業場等

助成金を支給した事業場及び団体に対

しでは、ア及びイにより対応すること白

ただし、毎年度末に実施している政策評

価のためのアシク｝ト、推進助成金を支給

した濁体が事業開始時及び事業終了時に

構成事業場の実態を指揮するために行う

アンケート概査票（以下「アシケート翻査

票jという．）、改善助成金を支給した事

業主から支給申簡時に提出される職場意

識改善助成金事業実施結果報告書などか

ら、週労働時聞が60時間以上の労働者が

存在する事業場を把握した場合は、ア及び

イ11:関わらず、当該事業場11:対して、娘需E

等11:より、ヲ｝クショyプ及びヨンサJレテ

ィングの手法を説明し、事業主等に対して

希望する手法を確認すること。コンサルテ

イングを希望した場合には、コンサルデイ

シグを必ず実施するとと．

ア推進助成金

平成24年度に事業の実施を承認した

悶体又は当該団体の構成事業主に対し

て、（f）から立iの区分lこ留意の上、必要
な指導を行うことe

(1) 平成24年度に推進助成金事業の

実施を承認された団体及び当該団体

の構成事業主

a 、bの順番で必要な指導を行うこ

』~＇

a 事業実施年度の霊年度の第1四

半期を目途11:、助成金を支給した団

体から提出きlれた事業開始時及び

事業終了時のアンケート関重量蕪に

より、①又は②のいずれかに該議す

る構成事業主を把握し、当骸構成事

』業主における労働時間等の検定の

21 

上記自主点検の内容を把握している場

合は、当該自主点検を省略して差し支え

ない。

(2) 助成金を支給した事業場等

助成金を支給した事業場及び団体に対

しては、ア及びイにより対応するとと。

ただし、毎年度末に実施している政策評

価のためのアンケ｝ト、推進助成金を支給

した団体が事業開始時及び事業終了時に

構成事業場の実態を把握するために行う

アンケ｝ト調査票（以下「アンケ｝ト調査

察Jという。）、改善劫成金を支給した事

業主から支給申隷時に提出される織場意

識改普助成金事業実施結果報告書などか

ら、週労働時間が60時間以上の労働者が

存在する事業場を把握した場合は、ア及び

イに関わらず、当餓事業場に対して、架1lt

等により、ヲ｝タショップ及びコンサルテ

イシグの手法を説明し、事業主等11:対して

希望する手法を確認するとと固司ンサノレテ

イングを希望，した場合には、コンサノレティ

ングを必ず実施すること。

ア推進助成金

平成24，年度以降に事業の実施を承鯨

した団体又は当核団体の構成事業主に

対して、（7）及び必lの区分に留意の上、
必要な指導を行うこと。

(7) 平成24年度に推進助成金事業の

実施を承認された団体及び当核図体

の構成事業主

a、bの順番で必要な指導をffうと

と．

a 事業実施年度の翌年度の第1四

半期を回途i己、助成金を支給した図

体から提出された事業開始時及び

事業絡了時のアンケート調査票に

より、①又は②のいずれかに該当す

ーる構成事業主を抱揮し、当該構成事



改善に向けた問閤点について、必要！

に応じて団体から取組の状祝を権

認し、分析を行った上で、当該構成

事業主が問題点の解決に向け継続

的に取り組めるように、当核構成事

業主に対し図体による助言・指導、

情報の提供その他の援助を行うよ

う、団体！；＇.＇.対して働きかけるとと。

①事業終了時の年次有給休暇の

取得率又は取得回数が、事業開始

時より低下したもの

②事業終了時の労働者1人当た

りの月間所定外労働時間数が、

事業開始時より増加したもの

b 事業実施年度の翌年度の第4四

半期を目途に、別添＆「労働時間等

設定改善鍛造助成金支給固体の構

成事業場に対する自主点検表Jを熊

いてすべての構成事業場iヒ対して、
自主点検を実施すること．

ただし、捜年度内の実施が困難な

場合には、事業実施年度の袈々年度

に実施して差し支えないとど。

自主点検の対象事業主ri、事業実
施承認の申請の際の添付書類であ

る団体の構成員名簿や、アンケート

鯛査察により把握するとと。

自主点検の結果、事業終了時より

年次有給休暇の取得率が低下して

いる等、労働時間等の設定の改善に

向けた取組が低調なことを確認し

た場合は、当該事業場に架電等によ

り、現状を理解させた上で、ロータ

ショ yプ及びコンサルティングの

手法を説明し、いずれかの手法を利

用する主う働きかけること。

コンサノレティシグを希望する場

合には、必ずコンサルテイシグを実
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業主における労働時間等の設定の

改普に向けた問題点について、必要

I；＇.＇.応じて団体から取組の状況を確

認し、分析を行ったよで、当核構成

事業主が問題点の解決に向け継続

約に取り組めるように、当該構成事

業主に対し団体による助言・指導、

情報の提供その他の援助を行うよ

うA 団体に対して働きかけること。

① 事業終了時の年次有給休暇の

取得率又は取得回数が、事業開始

時より低下したもの

②事業終了時の労働者l人当た

りの月間所定外労働時間数が、

事業開始時より猶加したもの

b 事業実施年度の翌年度の第4四

半期を目途に、 !ill］添＆「労働時間等

設定改善推進助成金支給団体の構

成事業場に対する自主点検表jを用

いてすべての構成事業場に対して、

自主点検を実施すること。

ただし、翌年度内の実施が困難な

場合には、事業実施年度の翠々年度

t己実施して差し支えなれごと。

自主点検の対象事業主l弘事業実

施承認の申簡の際の添付書類であ

る団体の構成員名簿や、アンケート

爾査票により把握することロ

自主点検の結果、事業終了時より

年次有給休暇の取得率が低下して

いる等、労働時間等の設定改善に向

けた取組が低関なととt-禍秘した
場合Ii、当該事業場に架電等によ

り、現状を理解させた上で、ワーク

ジョップ及びコンサノレテイングの

手法を説明し、いずれかの手法を利

用するよう働きかけること。

コンサノレティングを希望する揚



施すること。

（イ） 平成25年度に推進助成金事業の

実施を承認された団体及び当核団体

の構成事業主

a、bのl頃番で必要な指導を行うこ
と旬

a 事業実施年度の翌年度の第1凶

半期を目途に、助成金を支給した団

体から提出された事業開始時及び

事業終了時のアンケート調査察か

ら、

医療業以外の業種の団体につ

いては＠又は②のいずれかに

核当する構成事業主

①事業終了時の年次有給休

暇の取得率又は取得回数

が、事業情始時より低下し

たもの

②事業終了時の労働者1人

当たりの月間所定外労働時

間数が、事業開始時より増

加したもの

医療業の団体については、鴎

体が選択した成果目標の実績

を抱鑓し、事業開始前より取組

が後退した構成事業主

を抱揮し、当該構成事業主におけ

る労働時間等の設定の改善1；：向

げた問題点について、必要に応1ユ

て団体から取組の状況を確認し、

分析を行った上で、当核構成事業

主が問題点の解決に向け継続的

1；：取り組めるように、当該構成事

業主に対し団体による助言・指

導、情報の提供その他の援助を行

うよう、団体に対して働きかける

こと。

b 事業実施年度の翌年度の第4四
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合には、必ずコンサJレティングを実

目施すること。

（イ） 平成25年度弘隆に推進助成金事

業の実織を承認された団体及び当核

団体の構成事業主

a 、bの順番で必要な指導を行うこ

と。

a 事業実施年度の製年度の第I四

半期を目途に、助成金を支給した団

体から提出された事業開始時及び

事業終了時のアンケ｝ト関室粟か

ら、

・医療業以外の業種の図体につ

いては①又は②のいずれかに

核当する構成事業主

①事業終了時の年次有給休

暇の取得率又は取得日数

が、事業開始時よ明低下し

たもの

＠事業終γ時の労働者l人

当たりの月間所定外労働時

間数が、事業開始待より靖

方日したもの

医療業の国体については、図

体が選択した成果目標の実績

を担鐙し、事業開始前より取組

が後退した構成事業主

を抱湿し、当核構成事業主におけ

る労働時間等の設定の改善iζ向

けた問題点について、必要に応じ

て団体から取組の状況を確認し、

分析を行った上で、当骸縛成事業

主が問題点の解決に向け継続的

に取り組めるように、当該構成事

業主に対し団体による助言・指

導、情報の提供その他の援助を行

うよう、回体1i:対して働きかける

こと．



半期を目途l己、 gr）荷主＇.§＿［労働時間等 b 事業実施年度の翌年度の第4囚

設定改善推進助成金支給団体の構 半期を回途に、別様•..§..「労働時間等

成事業場に対する自主点検表J（医 設定改善推進助成金支給団体の構

療業に属する団体の場合は)JIJ添ヱ 成事業場に対する自主点検表J（医

「労働時間等設定改善推進助成金 療業に属する団体の場合f;j;Jllj添ム

支給団体の構成事業場le:対する自 「労働時間等設定改善推進助成金

主点検表（医療業用）」）を用いて 支給団体の構成事業場に対する自

すべての構成事業場に対して、自主 主点検表（医療業用） J ）を用いて

点検を実施すること。 すべての構成事業場に対して、自主

ただし、狸年度内の実施が国難な 点検を実施すると在。

場合には、事業実施年度の翌々年度 ただし、翌年度内の実施が困難な

に実施して差し支えない二と。 場合には、事業実施年度の翌々年度

自主点検の対象事業主は、事業実 le:実施して差し支えないこと。

施承認の申請の際の添付書類であ 自主点検の対象事業主は、事業実

る団体の構成員名僚や、アシケート 施承認の申請の際の添付書類であ

調査票により把握すること。 る団体の構成員名簿や、アンケート

自主点検の結果、事業終了時より 調査察により把握すること。

年次有給休暇の取得率が低下Lて 自主点検の結果、事業終了時より

いる等、労働時間等の設定＇!!l改善に 年次有給休暇の取得率が低下して

向けた取組が低調なζとを確認し いる等、労働時間等の設定改善に向

た場合は、当骸事業場に架電等によ けた取艇が低調なことを確認した

り、現状を理解させた上で、ヲ｝ク 場合は、当該事業主骨に架需主等によ

ショップ及びコンサノレティングの り、現状を理解させたよで、ワーク

手法を説明し〈いずれかの手法を利 ショップ及びコンサJレティングの

用ずるよう働きかけること回 手法帝説明し、いずれかの手法を利

＝ンサノレティングを希望する場 用するよう働きかけるとと。
．， 

合lこは、必ずコンサルティングを実 コンサfレティングを希望する揚

施すること。 合には、必ずヨンサノレティングを実

（ウi平感26隻度盛峰に推進動成金事 施すること．

業の実施を丞聾された国｛主及び当該 （新設）

団体の構成事業主

aゐbのl順番で必要な指導を笠Eこ
主L

a 事業実施年度の翌年度の第1四

主期を目途lこ＝監成金を支給した団

体から提出された事業閤始時丞ぴ

事業終了時のアンケ］ト関査票か

主』
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医療業以ii:の選種の国儀iこっ
いては①又は②のいずれかiこ
該当する構成事業主

① 事業終工日空の年l:&有給休

1匝の取1塁率又は取得日数

が、事業園拾時よE係主し
l 主五2
②事業終了時の労働者1ム
当たりの月間程定外労働時

陸盈が当事業開始時よE塑
加したもの

⑨事業終了時の過労働時間

が60時国を超える労働者の

書IJ含が泊裏業闇始時より地

加したもの

医療業の彊盤について件当国

住が選択した成果目標の実績

を把握し当事業開始前より取組

が後退した挫成事業主

g;_把握し、当自主構成事業主におけ

る労働時国等の般定の改善ft.向

位':It.慣題点について、必要に応じ

て国体から盈組の!11'況を確郵しs

分析を行ったよ玄司当該畿鴎事業

主が問題点の鰭決に向位継続的

に取り組める占うに、当骸構成事

業主に対し団体による助言・指

導、情報の提供その｛島の鑓島を笠

うよ2、包体にきtして働量か泣る
主よ』

b 事選実施年度の袈年度のj!4悶

半期を目途に＇ )l!J縁日「労働待関等

設定改善推進助成金支給団体の構

成事業場に対する自主点検家l{B正

療業｜乙属する園i杢の場合［:l:~lj添7

「労働陸関等設定改善推進助成金

支給団体の構成事業撞に対す2自

主点検表（医療業用）｜）を用いて
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すAての構成事業量に越して塗自主

点検を実施するとI'..

ただし益翌年度内の実趨が国!Iな
場企には〉事業実施年度の翌々年度

に実施して差し支えないことs

自主点検の~象事業主！i当事業実

嫡承~の申書青の際の添i立害援であ

る国体の構成亘~縛や、アン2:.ート

調査裏により把揚することa

自主点検の結築、事業終了時より

祭盗牽給休日程の取得率が低下して .. 

い量筆、~働時間等の設定の改善11'.

向は＇＆.車組が低調なことを格認し

た議合は量当盛事業場に架電等iこよ
り、現状を理経させたよで〉ワ－z
ショZプ及びロンサノレテイングの

手法を説坦しョいずれをの手法童話l

恩するよう｛動きかけるとと2

なお、ロンサルティングを精遣す

る場合lこは、必ずコンサルテdング

を実崩ずること。

イ改普助成金 イ改普助成金

(1）及び（イ）の区分に留意の上、第3四 (7）及び（イ）の区分に留意の上、第3四

半期までを目途に、＝ンサJレテイングを 半期までを目途に、コンサJレティングを

実織すること。 実絡するとと。

(7) 平成24年度までに改善助成金11'. (7) 平成24年度までに改善助成金に

係る計画を認定した事業主 係る計画を認定した事業主

a丞立与の区分に応じ、il~添J主I職 a 、b及びcの区分に応じ、 jjlj添

場意織改善助成金支給企業に関する ヱ「職場意織改善助成金支給企業に

調査察（平成24年度までに許画部定 関する閥査葉（平成24年度までに計

した事業場用）」により、現状を把 商認定した事業場周） Jにより、現

提し、労働時間等の設定金改善が望 I状を把握し、労働時間等の設定改欝

まれる事項を磁認した場合は、必要 が獲まれる事項を確認、した場合は、

な指導在行うこと。ただし、事業終 必要な指導を行うとと。ただし、事

了後、＝シサノレテイングを実施し、 業終了後、＝ンサJレティングを実施

現状を把ほ置するとともに、必要な指 し、現状を把握するとともに、必要

導等を行っているものについては、 な指導等を行っているものについて

対象から除外して差し支えないと は、対象から除外して差し支えない
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占。 こと申

（削除） a 事業実施期間虫の事選主

平成24年度I＜：改釜!11盛金に係
る艶商を認定したすべての事業主

I＜：対しエぉ事業の実施状祝iH喜怒
し3計箇どおり取訟が進んでいない

ことを把握した場合i立＝その原因を

確認し、着実に取組が行われるよう

必要な指導を行うこと。

呈助成対象事業実施期間終了後1 _Q__ 助成対象事業実地獄照終T後1

年未満の事業主 年未満の事業主

①及び②のいずれかに該当する ①及て均のいずれかに該当する

場合は、上記イの（7）の鯛査票によ 場合は、上記イの（7）の調査票によ

り現状を把握し、労働時間等の股 り現状を把握し、労働時間等の設

定Qi改善が望まれる事項を確認し 定改善が!ii.まれる事項を確認した・

た場合は、必要な指導を行うこと． 場合·~、必要な指導を行うこと．

①事業終了時の年次有給休暇の ①事業終了時の年次有給休暇の

取得率が、事業開始時より低下 取得率が、事業持者始時より低下

したもの（当核事業主の計画を －したもの（当該事業主の計画を

認定した年度の職場意織改善助 都定した年度の職場意敵改善助

成金支給要領（以下「支給要領J 成金支給要領（以下「支給要領J

という。）様式第10号『職場意 l'. いう。）様式第10号 f織場意

官能改普助成金実施結果報告書~J 織改善助成金実施結果報告書J

何年度目に改善助成金を支給 (2年度目に改善助成金を支給

しなかった場合は同様式第9号 しなかった場合は同様式第9号

「職場意識改善助成金事業実施 「職場意識改善助成金事業実施

状況報告書J）の2( 5）関係） 状況報告書J）の2(5）関係）

②事業終了時の労働者1人当た ② 事業終了時の労働者l人当た

りの月間所定外労働時間数が、 りの月間所定外労働時間数が、

事業開始時よP糟加したもの 事業開始時より増加したもの

（支給華客領様式第10号「職場意 （支給要領様式第10号「職場意

織改普助成金事業実施結果報告 機改善助成金事業実施結果報告

書」 (2年度目に改善助成金を 書J (2年度目に改善助成金を

支給しなかった場合は悶様式第 支給しなかった場合は同機式第

9号「職場意識改善勧成金事業 9号『職場意識改善助成金事業

実施状況報告書J）の2(6）関 実施状況報告書』）の2(6）関

係） 係）

1己 助成対象事業実施期間終了後1' 」L 助成対象事業実施場開終了後1
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年以上経過した事業主 年以よ経過した事業主

改善勧成金を支給したすべての 改善助成金を支給したすべての

事業主に対して、事業痴止等の特 事業主に対して、事業廃止等の特

段の事情がない限り、コンサルテ 段の事情がない限り、コンサJレテ

イングを実施し、上記イの（7）の禰 イングを実絡し、よ記イのσ）の調
査票により現状を把援し、 2年度 査票により現状を把握し、 2年度

目：事業終了時（2年度目に改善助 目事業終了時（2年度目に改善助

成金を支給しなかった場合は1年 成金を支給しなかった場合はl年

度目事業終了時）と比較して年次 度目事業終了時｝と比較して年次

有給休暇の取得串が低下している 有給休暇の取得率が低下している

等、労働時間等の設定'f2..改善に向 等、労働時間等の設定改善に向け

けた取組が低調なことを確認した 危取組が低調なことを破認した場

場合は、必要な指導を行うこと。 合は、必要な指導を行うこと。

（イ｝ 平成25年度以降に承認申請した （イ） 平成25年度以降に承認申請した

事業主 事業主

a、b、eの区分に応じ、必要な指導 a、b、eの区分に応じ、必要な指導

を行うこと白なお、平成2由年度に『テ を行うこと。

レヲ｝クロース」の承認申請した蔓裳

主は除く a ¥ 

a 事業実施期間中の事業主 a 事業実施期間中の事業主

平成25年度以降に助成金事業 平成25年度以降に助成金事業

実施承認申請があったすべての事 実施承穏申告育があったすAての事

業主に対しては、承認申請年度に、 業主に対しては、承認申請年度に、

実施体制の整備のための措置及び 実施体制の整備のための措置及び

支給対象の事業を完了した際に提 支給対象の事業を完了した際に提

出される『職場意織改善助成金事 出される「職場意織改欝助成金事

業実施状況報告書J （支給要領様 業実施状況報告書」 （支給要領様

式第9号）の内容により、あらか 式第9号）の内容により、あらか

じめ実施状況を抱携したよで、コ ．じめ実施状況を抱濁した上で、コ

ンサルティシグを実焔し、確実に ンサノレティングを実絡し、確実に

成果目標を達成できるよう必要な 成果目標を達成できるよう必要な

指導を行うとと。l 指導を行うことB

b 助成対象事業実施期間終了後1 b 助成対象事業実施期間終7後1

年未満の事業主 年未満の事業主

次の①、②のいずれかに核当す 次の①、②のいずれかに該当す

る揚合は、事業実施終了年度の翌 る揚合は、事業実施終7年度の翌

年度に、別添ij!_「職場意織改善助 年鹿に、別添立「職場意撒改善助

成金支給企業に関する調査票（平 成金支給企業に関する調査票（平
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成25年度以降に承認申請した事

業場周） Jにより現状を把獲し、

労働時間等の設定：（Q改善が望ま

れる事項を確認した場合は、必要

な指導を行うこと。

①事業終了時の労働者1人当た

りの年次有給休暇の年間取得日

数が、事業開始時より低下した

もの（様式第lH手「職場意織

改善助成金事業実施結果報告

書jの1( 1）関係）

②事業終T時の労働者1人当た

りの月間所定外労働時間数が、

事業開始時より増加したもの

（様式第11号「職場意識改善

助成金事業実秘結果報告書」の・

1 (2）関係）

c 助成対象事業実施期間終了後1

年以上経過した事業主

改善助成金を支給したすべての

事業主に対して、事業廃止等の特

段の事情がない限り、上記bの調
査察に基づき、＝ンサルティング

を案施し、事業終了時と比較して、

労働者の年次有給休暇の年間取得

日数が減沙している等、取組が低

下していることを確認した場合

l士、必要な指導を行うこと。

(3) ヨンサノレディングの申出のあった事業

場

＝シサJレヂントの申出（17－クシayプ

後のアンケート等による申出を含む。）を

受理した場合、速やかに当鱗事業場に架電

の上、希望するコンサノレティングの内察を

抱援するとともに、＝シサノレディング実施

日時の鯛整を行うこと。

(4) 法令を遵守し、長時間労働の抑制等につ

いて改善意欲があるものとして、著から情
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成25年度以降に承認申請した事

業場用） Jにより現状を把援し、

労働時間等の設定改善が望まれ

る事項を格認した場合は、必要な

指導を行うこと。

。事業終了時の労働者1人当た

りの年次有給休日障の年間取得日

数が、事業開始時より低下した

もの（様式第11号『験場意織

改善助成金事業実施結果報告

書jの1( 1）関係）

②事業終了時の労働者1人当た

りの月間所定外労働時間数が、

事業開始時より増加したもの

（様式第11号「職場意識改善

助成金事業実施結果報告書Jの

1 (2）関係）

c 助成対象事機実縮期間終了後1

年以上経過した事業主

改蕃助成金を支給Lたすべての l

事業主に対して、事業廃止等の特

段の事情がない限り、上記bの鯛

査票に基づき、ロシサノレティング

を実施し、事業終了時と比較して、

労働者の年次有給休暇の年間取得

日教が減少している等、取絡が低

下していることを確認した場合

は、必要な指導を行うζと．

(3) 口ンサノレティングの申出のあった事業

場

ロンサルタントの申出｛ワ｝クショ yプ

後のアンケート等による申出を含む。）を

受湿した場合、速やかに当該事業場に架電

のよ、希望する＝シサノレザイングの内容を

把鍾するkともに、コンサルティング実施

日時の調援を行うこと。

(4) 法令を遵守し、長時間労働の抑制等につ

いて改善意欲があるものとして、署から情



報提供された事業場

長時開労働の抑制を図るため、事業場に

対し、改善のための繰懸を認織させた上

で、課題を踏まえた取組方策を提案するな

ど、効果的な::ryサノレティングを実施する

とと。

＂＇た、コンサルティングに当たっては、

あ。らかじめ事業場と実施時期等の繍盤を

行うこと。

なお、ロンサノレテイングの対応の結果に

ついては、事業場の承諾が得られた場合、

当核署に対し、情報提供すること。

(5) 36協定において1か月当たり 80時間を

超える協定を締結していると署より情報

提供された事業場（限度基準第5条第1

号、第Z号又l土第4号による適用除外にな
っている事業は除し）

平成18年3)l 17日付け基発第0317008

号「過2重労働による健康障害防止のための

総合対策J1Jlj紙 1の3の（3）に掲げる措置

を的確に酔ずるため、引き続宮、局塁手の連

携により、的確な対象選定を行い、自主点

検、 vータショップ、コンサノレティング等
の手法を講ずるとと。

なお、自主点検を実賊する場合には、知j

添i_Q_f労働時間等設定改善自主点検表」を

活用ずること．

2 ワークシ冒ツプ実施事業場に対する7;tロ

｝アyプについて

ワークショップ実施事業場に対するフォロ

ーアyプは、ワ｝タショ yプ実施の翌年度に

笑施すること，ただし、労働隙間等に係る制

度の改善等に要する期間等を考18;し、ワーク

ショップ実施日から6か月以よとの期閑を確保

するヒと。ワークショ yプを実施した金事業

場に対して実施する自主点検については、即j

添J主「労働時間等設定改善自主点検表」を用
いるとと。
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報提供された事業場

長時間労働の抑制を図るため、事業場iこ

対し、改善のための課題を総識させた上

で、課題を踏まえた取組方策を提案するな

ど、効果的なコンサルテイングを実施する

こと。

また、コンサノレテイングIt:当たっては、

あらかじめ事業場と実施時期等の網整を

行うこと，

なお、コンサJレディングの対応の結果に

ついては、事業場の承諾が得られた場合、

当餓暑に対し、情報提供すること，

(5) 36協定において1か月当たり邸時聞を

超える協定を締結していると暑より情報

提供された事業場（限度基準第5条第1

号、第2号文は第4号による適用除外にな

っている事業は除く。）

平成18年B月17日付け基発第0317008

号「過重労働による健康障害防止のための

総合対策J別紙1の3の（のに掲げる措置

を的確に総ずるため、引き続き、局署の連

携により、的確な対象選定を行い、自主点

検、ロ｝タショ y7’、＝ンサルティシグ等

の手法を講ずること。

なお、自主点検を実施する場合には、 jjlj

様ム「労働時間等設定改善自主点検表』を

活用すること。

2 ヲークショ yプ実施事業場に対するフォロ

ーアップについて

ワークショップ実施事業場に対するヌ渇・ロ

］アyプは、ワークシaYプ実絡の翌年度に

実施すること．ただし、労働時間等に係る制

度の改善等に望書する期間等を考慮し、ヲータ

ショ yプ実施日から6か月以上の期間を確保

すること。ヲークシヨ yプを実施した金事業

場に対して実搬する自主点検については、 Bせ

添」主「労働時間等設定改普自主点検表Jを用

b、ることa



自主点検を行った場合、日l相官＆.r対象事業 自主点検を行った場合、別添＆ r対象事業
場管盤表jを活用し、状況を記録するなどし 場智寝表」を活用し、状況を記録するなどし

て、進捗状況を管理すること。 て、進捗状況を管理するとと。

3 ＝ンサノレ~シト活動11:.関する行政効果の抱 3 ヨンサJレタント活動に関する行政効果の抱

握について 揺について

局選定業種の事業場について、ヨシサノレテ 局選定業種の事業場について、 Zンサ1レテ

ィングを行い、一定期間経過後（概ね1年（目 イシグを行い、ー定期間経過後（概ね1年（目

途））、再度ロシサノレテイング又は自主点検 途））、再度コンサルティング又は自主点検

を行い、行政効果の抱擁I＜：努めること。 を行い、行政効果の把握に努めること”

また、相援し党結果については、次年度以 京た、抱握した締果については、次年度以

降の局選定業種を検討する際の基礎資料とし 降の局選定業穏を検討する際の基礎資料とし

て活用するこ！：＇.. て活用すること．

第6 中長期的な見返しをもった対応（業務遇遺 第色 中長期的な見通しをもった対応（業務通達

記の第5関係） 記の第5関係）

年間計画は、原則、前年度中に策定すると .ill.一年間計画は、原辰IJ、前年度中に策定すると

と。また、対象事業場数が膨大に及び単年度 と．また、対象事業場数が膨大に及び単年度

での実施が困難な場合は、必要に応じ、中長 でのJI!;施が困難な場合i士、必要に応じ、中長

鎖的な見通しをあった針画につ川ても策定す 期的な見通しをもった許商についても策定

るとと。なお、当該計画を策定する場合も、 するとと．なお、当統計画を策定する場合も、

原則、前年度中に策定すること。 原則、前年度中に策定するこk。

(2) 平成25年度の年間計画は、 4月中に策定

し，5,Bから当該計画i乙基づき取盟組むとん

また‘平成25年度を初年度とする中長期

計画を策定する場合はョ 4"J'l!f Iこ策定し当 5

Eから当盤計麗I＜：基づき取り組むこと盆その
際の留意事項は従前のとおりとすること。

第7 関係行政機関等との連携｛業務通達第自の 第7 関係行政機関等との連携（業務通達第6島L

_g_関係） 関係）

都道府県、市町村、関係行政機鋼、 NPO 都道府県、市町村、関係行政機関、 NPO

を含む地域団体等が行うワーク・ライフ・バ を含む地械団体等が行うワーク・ライフ・パ

ランスに関する取組について、随時情報収集 ランスに関する取組について、随時情報収集

を行い、これら関係行政機関等との連携・協 を行い、これら関係行政機関等との連携・協

働に努めることa 働lと努めること．

なお、連携句協働については、以下に掲げ なお、連携・協働については、以下に掲げ

るI方法が考えられる． る方法が考えられる。

① 関係行政機関等との合同による個別訪問 ①．関係行政機関等との合同による個別訪問
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② 関係行政機関が主催する説明会等の場を ② 関係行政機関が主催する説明会等の場を

活用した集団指導 活用した集屈指導

③ ヲ｝ク・ライフ・パラシス1r.関じて地域 ③ ワーク・ライフ・バランス1r.関しで地域

団体が行うイベント等h の参商やプ｝ヌの 団体が行うイベント等への参聞やブースの

出展 出展

第8 その他（業務通達第7関係） 第8 その他（業務通達第7興係｝

1 2ンサルタントによる好事例の収集とその 1 コンサノレタントによる好事例の収集とその

活用 活用

＝シサルティングやヲータショyプ等の機 zンサルティシグやワ四タショyプ等の機

会を通じ、年次有給休暇の取得促進（特1：、 会を逝じ、年次有給休暇の取得促進（特に、

昔十商的付与制度を活用したもの）並並k長時 計画的付与制度を活用したもの）、長時間労

間労働の抑制等の好事例及び地域において休 働の抑制等の好事例及び地域において休日の・

日の普及に取り組んでいる情報等を積続的に 普及に取り組んでいる情報等を積極的に収集

収集し、今後のコンサノレティングやりークシ し、今後のコンサJレティングやワ｝タシヨツ

掴Yプの機会1：活用すること。 プの機会1：活用するこ~.

好事例の収集に除してはa上認のほ虫、当部

ヱの長時間労働や年次査盤休曜慰霊状湿の遺

ll&状況を上司の人事評価iこ反映主せている事
fillや当上司と部下との円滑な＝ミ江＝乞ーシ

ヨンによって、求められている仕事の内容・

水準が盟盗作されるtl.！：：＇.の量産呆ョ長時間労働
の拘置~に繋がった事館についてt，積極的にl

収集するとと。

2 本省への報告について 2 本省内の報告について

(1) 好事例の報告 (1) 好事例の報告

業務通遠の記の第7によるもののほか、 業務通達の記の第7によるもののほか、

局の取組による効果を把握している事例の 局の取総による効果を把握している事例の

うち、例えば、次のような事例について、 うち、例えば、次のような事例について、

その概要を取りまとめ、本省労働条件政策 その概要を取りまとめ、本省労働条件政策

目黒に報告すること園本省において、報告を 課に報告すること。本省において、報告を

受けた取組事例については、随時、各局に 受けた取締事例については、随時、各局に

情報提供する． 情報提供する．

ア コンサJレヲィングを希望する事業場が ア コンサルティングを希望する事業揚が

増えた取組事例 増えた取組事例

イ 助成金を支給した事業場又は2ンサル イ 助成金を支給した事業場又はコンサfレ

ティングを行っ士事業婦における長時間 ティングを行った事業場におけ．る長時間

労働の削減及び年次有給休暇め取得促進 労働の削減及び年次有給休暇の取得促進
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の好事例

(2) 「働き方・休み方改善協議会j （仮称）

IC:係る情報の報告

年次有給休暇の取得促進に関して、地方

自治体や地場企業などを巻き込んで、地域

ぐるみで年次有給休暇の取得促進に取り組

んでいる事例を把握した場合は、随時本省

労働条件政官極限へ報告すること白

3 2ンサルタシト制度の周知

::l yサルタント制度の草I）用拡大のため、以

下に掲げる方法を歩考に、積極的かっ効果的

に周知活動に取り組むこと。

(1) 局ホ｝ムベ）ジを活用した周知

(2) 局署における集団指導等の機会をとら

えた周知

(3) 助成金と併せた利用勧奨

(4) 自治体や関係間体等が発行する広報誌

等を活用した周知

(6) 事業主団体、元宮育会社、親会社等を通じ

た関係事業場に対する利用勧奨

4 上自1及び2による野事例及び地域におけ

る労働時間等の設定の改善に関する情報の収

集については、このための特段の翻査・確認

等を求めるのではなく、通常業務の中の事業

場の煩簿等の点検・確認や事業主からの聴取

等を行う過程において把握すれば足りるもの

であること．

改正平成24年4月2日一部改E

改正平成25年4Jli日一部改E

改正平成25年5月15回一部改正

改正平成26年4Fl 1 8 一部改干
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の好事例

(2) 『働者方・休み方改善協議会j （仮称）

11'.係る情報の報告

年次有給休暇の取得促進に隠して、地方

自治体や地場企業などを巻き込んで、地域

ぐるみで年次有給休暇の取得促進に取り組

んでいる事例を抱強した場合は、随時本省

労働条件政策際h 報告すること。

3 zンサルタント制度の周知

コンサノレタント縦波の利用拡大のため、以

下11'.掲げる方法をお考に、積極的かつ効果的

に周知情動11'.取り組むことa

(1) 周ホームページを活用した周知

(2) 局暑における集団指導等の機会をとら

えた周知

(3) 助成金と併lせた利用勧奨

(4) 白自治体や関係団体等が発行する広報総

等を活用した照知

(5) 事業主団体、元締会社、親会社等を通じ

た関係事業場に対する利用勧奨

4 上記1及び2による好事例及び地域におけ

る労働時間等の設定の改善に関する情報の収

集については、とのための特段の調査・確認

等を求めるのではなく、通常業務の中の事業

場の綬簿等の点検・機認や事業主からの穂取

等を行う過程において把握すれぼ足りるもの

であること。

改正平成24年4月2日一部改主L

改正平成25年4月1日一部改正L

改正平成25年6月15日一部改正ι





別添1

事議場の塩称 事曜の種鋼

T 代難者職氏名
所産地

隠棲'If輔氏名 (Tl且

労働者敵 ...場計 人（男 人 京 人｝ 企業全体 計 人

所属集団自唱称 血λ草月田平成 年 月 日

薗針普ii!!: 定股等間時労働

｛労働時間等甑定改普の現状｝ t注）労働時間制度が奥なる場合＇~＇弘最も適用鋤鋤者般が;Jいもの寄飽入して〈桔さい．

あなたの事難場でI弘現在、 1遣の所定労働時間f;I:何時間ですか，

t,tお、 lt形労働時間制を揮閉している場骨にl:l:lt抑制聞の運平均所定勢鋤靖澗を也入して〈ださい．
CWI肺期間町運平埼所定労働時開＝l脚期間町所定労働時間メ

金］

旦I
:m 

塑！

時附

国

車形期聞の底E融
2 晶なた時事構桶の現在由遺体休日i宜、ど由よーになっていますか．
ア遺体守自制 イ遺体1目半樹 ウ遭休2日制 z その他
なお、ウと回笹吉れ1ヒ桶合｛ ・4湿E休 b 4姐＠体 0 4親7休 d 4週8体以よ）

（注｝ 『モ由他Jl古、受信網勘務等I~よって休日が週寄単位として定時晶れていない場合等が融昌 L寧す．

3 島なた時事業織の本年（鹿｝の年間体園田敏f;I:‘何回守すか．

（注｝年間休日回数とI弘 『連休日J及び『週体回以外由休日』（国民田祝日、年来年始、夏季婦の体目〉申告世十日教をいい寵す．

晶なた師事集織的昨年8月から今年iM束事で（以下『算定期間』といいます．｝における、労働者の草炭有給休暇の

年間平均取得回数はどの，〈らいです仇 （別紙「輔棚田数時計算方法』棚〕 ［ 
島なた崎酬にお同勢働者四月間平均所定舛労働時間1:1:何酬ですか． [ 

t別紙『断定外情働婚聞の計算方法』多照｝

湖労働時聞が60時間者趨える労働者時割合｛昨年度における状況について犯λLで〈ださい.l 

ヲ 島なた叩事議場でl臥喪機体制の整備｛労働時間等段定政省委員会等由労健協臨機岡田股慣棒〕
7 行っτいる イ 一部．行われτいない（行われていない措置は何ですか t

f;I:行われていますか．

) ) ウ行つでいない

8 晶なたの事需婦で1:1:、労働者即抱える多様指事情及び業費の態様1：対応した労働時間婚の霞窟在行っていますか．
① 1箇月単位の.形労働時刑事1 7 導λLτいる イ噂入を考えてい畠 ウ導λIi唱え古いない
② 1年単位のlt形卸値時間制 ア導入しτいる イ導入を帯えている ウ噂λlま帯えてい草い
③ 1週間単位由非定型的変都労働時間制 7 樽入している イ導入寄考えている ウ潜入lま考えてい指い
＠コレッ？l!.¥11イム制 ア導λしている イ噂入世帯えている ウ樽入院帯えtいない

⑤専門聾務型車車量労働側 7 導λしている イ単λを帯えてい晶 ウ導入は宥えていない
⑥企画業績型樟量抑幽瞬、 7 様λしている イ噂λ寄考えている ウ穂入肱者えていなU

1 

時間

4 

5 

。e

導λ1:1:考えていない
作成Ii＇帯えていない
持うζとIi:帯えていない
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活問It脅えていない
活用J;I:考えてい草い

ウ
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内
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向
v

h
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9 畠なたの事禽場でI主、年次有給休暇を取得しやすい環境白書量傷者行っていますか．

①計画的付与制度時樽入 7 浦入している イ導λを宥えている
＠年次有給休暇台帳曲作成 7 i相成している イ作成幸帯えている
③その他（ ） ア特ってい晶 イ行号己とを宥えている

10 畠なたの事業場でJ:I:、耐震外労働削減のための整備寄行っていますか．

① .1-l'.I•ヂーの.値 7 費値している イ爽撫寄考えている
＠限度時聞の銭定 ア鑑定している イ量草署帯えている

③その他【 ＼｝ 7 行っτいる イ行号己と世帯えている

11 晶なた師事量婚でi宜、労働時間由憧寝由適正化奇行ラていますか（異体的な措置肉容） . 
Y 行っている｛内容 ｝ イ行う予定がある｛肉容

12 あなた師事端場では‘ワ目。シぉ7リνグ、在宅勤務‘手レワー？等の活用幸作っていますか．
①ワーヲショ巴プリ：；，If 7 糟λしている イ導入を宥昆でL、る ウ
＠在宅勤務制度 7 活用している イ活用を考えている ウ
＠テレワ－？ 7・矯用している イ活用を考えている ウ

自陣じ晶予定はない

購じ.，予定はない

講じる予定IM：い
麟じる予定l主主い
館じる予定lまない

構じる予定iまない

ウ

ウ

ウ

ウ

ウ

ウ

講じる予定でいる

揖巴る予定でいる

構じる予定でいる

構じ晶予定でいる

勝巳晶予定でいる

務巴晶予定でいる

13 あなた師事業唱でl弘次の労働者について何らかの措竃を講じていますか．

①特J：健康の保持r：努める必要が畠ると駆的られる労働者
7 2障巴ている
7 講巴τい.，
7 Ml:τい晶
7 傭巴ている

7 構巴ている
'7 鱒巳ている

②．干の聾曹又Ii家族の介砲を行苦労働者
＠挺短中止ぴ出産換の女性労働者

＠単身世任者

⑤ 自’量的な職県柏力開発豊田る労働者

⑥地雛活動等在行う労働者

14 助館企由受給の有無｛昨年度におけ晶状況についてE入して〈館古い．｝

7 無 イ有｛腫期間整助成金又Ii申小企幕累抱雁用安定助成金〉
ウ有（イ以件由助成章｝ ｛助成金の名称

J
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J

q
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別添1（裏）

（労働時間等猿定改善計画）

1 労働時間婚の限定の改樽に取り組みたい事項｛取明組みたい事墳を（71：孟現在、盤備が行われていない場合にl*d基調とし、
イからカの中から必ず最低1つt;I:選択して〈ださい．｝を0で閤んで〈だ古い．）

ア喪錨体制の整備（労働時間格段定改普曇員会婚の労使協議機聞の敵置等）

イ 労働者ti>抱える多様な事情且ぴ業務の11'11嫌に対応した労鋤時間等の叡定

① 1箇月単位の費抑労働時間制の噂λ

② 1年単位句史静鎖倒時間制の溝λ

③ 1週間単位の非定型的Jt形労働時間制の導入

＠ フレッ0ス告イム制の樽入

⑤専門業務型戴最労働制の噂入

＠企蘭療務型観量労働側の噂入

ウ 相次有給体搬を耳目脅しやすい環境の整備

①針薗的付与制度の尊入

②年次有給休畷台帳の作成

③ その他（

工所定外労働則誠

① J申書量業ヂーの興施

②限度時聞の股定

③その他（

オ労働時間の管理の適正化の撞備

カ ワー？シェアリンヴ、寵宅勤務、テレワ－';J怖の活用
①ワ－？シエ7リシグの帯入

＠在宅勤務制度の活用

③子レワ－';Jの活用
キ次の労働者について何らかの措置を鵬巴た

①特［；：健康の保持1；：努める必要があると翻め晶れる労働者

＠ 干の費量宵又r;1:標肢の介.を行ラ借働者

③挺娠中及び出ll畿の女怯労働者

⑥単身赴信者

⑤ 自郵的な職業鰍お開発を図晶労働者

⑥地域活動等を行う労働者

｛労働時間寄の敵定の故普についてのご意見繕｝

1 あなたの事業場が今後、悌働時間婚の鋲定の依縛を符号場合、問題点はど己にあると思い曹すか．

2 その他、持働時間等のlCI定の改普l＝つ川てのご意見があり奮したらご記λ〈ださい．

S 蹴してい油会鰍労務士の有無（ 7 有 イ無）





労働時間等観定改普計画（健繍準｝
別清 1 

事車場町名称 ..の置罰

〒 代署者輔氏名
所在地

田署者’俊民事 (Tu. 

労圃者 Ill: 事車場針 人（毘 人 主 人】 揖人全体（機｝ 針 人

間属国悼の唖骨 缶入毎月日平鹿 年 月 日

（注〉公益揖人．医療揖人司臥法人Jll韓曹の骨’働者融吾毘入して〈世幸い．
I骨働時間..宮古曹の寝技1
（！主1）労鍋時間制度が異なる唱合lζ肱、最も趨用骨働者離が多いものを担入してく詰寄い．

｛注2）棋の5か晶ーまで1ζついては．あなたの所属団体が週担した属畢目梶I~闘す晶ものを車択しτ図書しτ〈棺古い．

1 畠t.;:t::師事串帽でIt. 現世‘唱坦由爺車労働時間I~何時間ですか．
なお．世帯捕時間lを糊してい晶場合にl携帯期聞の豊平均断定骨働時腿をEλして〈ださい置 「一I福岡
（控〉車修期聞の週平坦冊定盟国時間＝責務期間（／）断定措園時間X 一一一一一L一一一一

定準鋤隅の盟隠Ill'.
2 あ輩記師事機唱の現在の遺体休l'ltt.どのよう1＝な。τいますか．
7 週休1開制 イ彊休1日半制 ウ週体2司制 Z その他

なお‘ウと回答されず＝埴合（ I 4温sg本 b 4週S休 e 4量11示 d d与量8件以よ｝
（珪古 『その他jIt‘車世間勤輔婦によって体慢が彊在単悼としt車めら札ていない塙骨暗合犠講し＊す．， 
s帥た由事章構帥年｛即時間休日日齢、何回ですか． C: 
｛注｝年間体日目離と院、 「遍体則且世『週体民以件の休日J（国民の担民年車年払亙象待の休日〉の合計毘離を，，，，言葉す．

4 あなた由事車場でri.掴両者による蹄合いの埴［世働時間稽霞寓車普書風禽、労使の定期協踏禽、帯構翻凶余等｝は強置され
てい＊すか．
ア陵置されτいるイ位置されていない
6 あなたの事療鳩において曹動体蜘閣とられている鳩合‘昨年8月から今年1月末まで｛恥下 T算定期間』といい家す．〉
におけ昌世園者1人当たりの1か.l!M四平均世勤囲数I立、冊固ですか．
（削輯 r＆揖鶏由団体の成果昌揮に圃する世十算方法』参開｝

6 il;t.;:t::o.i事乗場におけ晶世齢者1人縄たりの月間平均給骨抽時間枯、何時間ですか．
｛剛紙『眠揖S際的間体（／）成果闘植は闘する計算方法J’開〉

.J あなた即事車場に歯け晶壇鎖骨働時聞が量も，！：い星野Zは署観師由盟結骨鋤時間It.帽時間ですか．
f日l紙 f匝醜寓の囲体の成畢巨掴I己闘する計耳方法』，照｝

自 あなt時事聾場lこ宙iする骨備宥1 人当たり白金字揖有給体環の年間平略取得回融r~eの〈らいですが．

(IJ紙 r•字体取冊目離の計算書盛J •Ill!> 

11 あなた血事機構で位、卦働者の抱克也多樟な事情車び鎗務の蝿樺iζ対応した曹冊時間等の甑定在行ョてい稼すか．
。，箇月単位句麗静甜同時間制 ア噂入している イ噂λを脅えている ウ事人l武者えてMない
CZ! 1 年胤位の置摺骨働時間嗣 ア l揮入している イ暗λを考えでUる ウ輔λ1i轡えてい叡い
R 1週間単也の蝉定型的聾lfj労働時間制 ア事入している イ喧λを脅えてい晶 ウ噂λは滑走てUない

!2 あなたの事.場で肱、年決有軸悼暇豊田得しやすい環横の聾慣を行ってU事すか．
＠計画的付与制車時晴入 7 事λしτいる イ噂λ告帯えてい晶
＠年次省給体帽台輔の作曲 lア作躍している イ作成安婦署呈τい晶
＠号の他｛ ｝ ア持つτいる イ符号ζとを考えてい品

目晶t.;:たの事車場マit.所定舛貴闘削量のtめの畳圃豊行っτい容すか．
' ＠ノー鴨輩デー由真施 ア実施している イ聾施を考えτいる
＠担車時聞の陵定 ア世直してい晶 イ量定量宥えている

＠その他｛ ｝ ア行っている イ行号己とを宥えている

14 畠輩記叩事車場、ert.骨働時間骨骨理抑留・:ri:it寄行つτいますか｛具体的な措寵向容｝．
ア行っτいる｛肉騨 ｝ イ行う予定市島~. （両容

16 晶なたの軍車場でIt.ワークシzアリン'f.在宅曲糖、テレワータ等の活用を骨っτいますか．
＠ワ申告~＂＂アりシゲ ア繍λしてい晶 イ噂λ聾考えている ウ
＠在宅勤務制度 ア活用している イ矯用費称えている ゆ

Cl> ＇テレワ山ク ア措用している イ措周在者昆ている ウ

16 あなたの事章場で位、虫の世情者記ついて何らかの措置壷鴎巴てL、ますか．
＠輯！と量車の理持！と膏める畠曹があるとiiめられる労園者

ア自陣巳τいる イ E’Zる予定でいる
＠手由聾宵lU;I:軍聾の介護壷行う労働者 ア構じている イ蹄己る予定でいる

＠鋸娠中且ぴ由1111：の女性骨量者 7 講じている イ踏むる予定でいる

＠単身地盤宥 ア憐じている イ首じる予定でいる

＠畠質的な職車普力開蝿を回る骨園者 7 傭巳て旧る イ 鴎じる予定定いる

＠地塙清動等豊行う世働者 ア講じτい晶 イ闘巴る予定でいる

17助揖金時提結の有無（昨年鹿に古ける棋携について開λして〈起さい．｝
ア無 イ有｛車用銅盤助成金虫1ま中小企業車畠直淘虫車助成金｝

ウ有｛イ脳外の助庫世｝ ｛剛成金の名称

9 あなた由事揖植民おける皆様書1人当tり時月間平坤所定外封働’寺町lま
何時間ですか． 【剖輯月時外措働時間の酌揮コ惜J，罵｝

10 週骨園時間耐帥時間在狙える曹働者の眠骨｛昨年車r：指：ナ晶状調はついて記入しτ〈世害い．）

.@ 

旦］

時間

困
亙
一
到時間

旦l

時間 m 
函

ウ噂λl孟脅えていない

ウ修戚l;i;宥えてUない

ウ行ラ：：：1::1;1:考えτいない

ウ実施Iま帯主τいない
ウ殴ill：車場えていない
ウ行う；：：l:: I孟考えτいない

｝ ウ仔ラ予盟はない

噂λl;l:<ltえてい指M
活用地場甘えτいない
活用悼脅えていなU

ウ Ill巴畠予定lまな山
ウ Ill巳晶予定Iまない
ウ 自陣巴畠予ill：まない
ウ .じる予定はない

ゆ Ill巴晶予定lまない
ウ蹄じる予定l;l:t.よい





別瀦1 （裏）

（労働時間等設定改善計商）

1 労働時間憾の限定の改普に取り組みたい事項について、 7の①（必積）のほか晶なたの所属団体が
選択した成果目標に闘するものをイからキの中から遺択して01!囲んで〈ださい．

7 興施体制の益信

①関係者による賠合いの場｛労働時間帯限定改善需員会等｝の観置

イ 労働者の抱える多様な事情:aぴ.務の線機に対応した労働時期怖の限定

① 当直回数の削誠

＠夜勤回般の削Ill

③ 1か月の総労働時聞の剤誠

＠ 1か月の最長労働時間のii滅

⑤ 1箇月単位の＊形労働時間帯jの導入

⑥ 1年単位の責務労働湾関税申導入

＠ 1週間単位の非定裂約変形労働時間制の導入

ウ 年決有給休願者取得しやすい環境の擁備

①計画的付与制鹿の導入

②年次有給休暇台帳の作成

③その他（

工所定外労働削減

① ノー強轟ヂーの実施

＠限度時聞の偉定

⑥その他（

オ 労働時限の官官耳置の適底部の整備

カ ワーヲシaアリング、複宅勤務、宇レワ一世等の活用

① ワ－？＂.； :r.7リングの噂入

②癌宅勤務制度の活用

③テレワー空白活用

キ次の労働者について何らかの措置を蹄巴た

①特に健康の保持に努める必要があると留められる労働者

＠干の養育又I主家旗の合館者行う労働者

＠妊娠中及び出産畿の女性労働者

＠単身赴任者

⑤ 自発的な線操能力開発音図る労働宥

⑥地域活動帽を行ラ労働者

（労働時間等の按定の改善についてのご意見帯｝

1 あなたの事集場が今後、労働時間等の殴定の改普奇行う場合‘開園風l;I;どこにあると思い宮すか．

2 その他‘労働詩聞等＠陵症の改善についτのご意見がありましたらご記入〈だ古い．
｛ 

3 Ji挺しτいる社会保険労務士の有撫（ 7 有 イ無）





i 労 働，時間等設定改善実施結果報告

事訓臨時視調

関害者’植民名

別添Z

(Te. 

事業場骨名称

代様宥職民名

所属集団骨名称 Ii!λ年月目 'l'llt a事 月 日

1 労働時間帯骨般定申改曹の現状 （注｝労慢時間制度が異なる場合にI立、最も逮用労働者llJciJl;!llいも申壷毘入して〈揺書い．

＠ 1週昨所定労働時間帯（車勝世情時間剰を裸用して＂＂堀合＇＂＇ま衰形期間由理平均所定労働時間）

過去1年 ClllI 時間 分1 前々 年（庫＞ I 時間 骨i
｛注）茸形期個目遣平均所定労量時間＝寵静期間的所車労働時間x －－－一一エーー－

＠年間休日撤 退去1年（／j:) 週休日数｜ 目i＋遺体以時め休日！ 日｜

計｜目l
前々年（血ト 週休回数I al ＋週休且持田休日l 日｜

針l 目｜

＠年次有給休暇回年間平均取得回数事捜帳了時｛様）｜ 日i 事業開始時（~約 ｜ 目l
（労働者1人当たり．繰越目散を古む．別紙r年体取得回数時計算方法』書棚｝

t操｝昨年寄月から今年t月曹で ｛諜｝ー神隼8月から昨揮官月事で

＠費時定件卦働時間由削舗 事推終了時｜ 時間 丹i 車車開始時 ｜ 時間 卦｜

｛労働者1 人当たりの月間平均所定外労園時間数．別組「所定タ~＇宮崎時間由計算方法H・照）

＠週労働時間がω冊聞を超える労働者自割合（本年鹿における状混についτ犯λして〈ださい．） ｜ 欄l
2 労鋤時網帯由限定由改曹の取組緒畢（取組を持うた項目をOで阻んで〈棺さい．｝

ア 実施体制の.傭｛労働時間樟般定車著書風寄骨骨労檀協融機関の般盤晦｝ ｛措置肉書

イ 蝉偶者時抱える多様な事情:aぴ蝶横町飽織に対応した惜働時間略的陵虐
① t箇月単位由史形卦園時間制の導λ

＠ T年単位拍車静骨樋時間剰の事入

③ 1週間単位師事定型的車都労働時間制田噂λ

＠ フレッヲスタイム瞬時噂λ

＠専門業務型.量労働制の樽λ

＠企画撤務型報量労働制の導入

ウ年決有輸体眼を取得しやすいll境岬聾備

① 計商納付与司属鹿骨噂λ

＠ 年次有給休暇世績回作成

③そ田他（

エ所定外労働寓~滅

① ノー操業デー申実施

②隈鹿嶋聞の限定

③ 'fo由他（

オ労働時聞の曹理母適:iEitの.傭｛措置内容

カ 守山~シスアリング、寵宅鋤帯、テレワー世帯骨活用

① 哩－？~ヱ7唱シザ由噂:A

＠在宅勤務制度の活用

＠テレヮ－？曲活用

キ次由労働者について何らか叩措世聖蹄じた

①特Iζ憧鷹町保持f；：務める必要があると包められる労働者〈措置内容

＠手骨盤青虫除草旗叩骨董在行ラ労働者（措置内容

＠ 挺嫌申及び出産量叩宜世労働者｛措置内容

＠単身赴傍宥｛措置肉書

＠ 自強的なE曲集能力闘揖膏闇る労働者 f措置肉邸

⑥地増活動婚を行う労鱒宥（措置内容

3 劫成金の’E給申有無（本年鹿における状況について胞入して〈ださ~·. ) 

7 無 イ有｛雇用周聾助成金Zは中小企書源地雇用安定助成章）
ウ宥｛イ胤持の助成金） ｛助成金申告称

.薗内観〈。





思l源邑（裏）

4 労働時間寄のI!!定の改普在悶るよでの問題点椿を間入して〈ださい。



別漏2

労働時間等股定改普実施結果報告 （医療業）

事.輔の名称 噂曜の祖帽

It聾者臓民＂＇ 回..輔民椙 (Ii且

所圃剖悼司名称 担λ年月日平成 年 月 日

1 ~，働時間等白鼠曜の噴曹の現斡
（世可｝骨園時間制量消l’V~.f>場合にI~、最も覇開封働者散が多いものを略式しτ〈棺さい．
｛鹿2）次の唱＠から＠までtζついては、晶なたの情問団体制置担Lた減長田棚I~闘す晶ものを遭択して回聾して〈世書い．
① 1置の酎定皆働時間傭｛量鯵労圃勝間制を揖JI!I..τいる塙脅l•ltfi櫛期限の週平晴所定~働時咽）

過去tIi< （置】 l 時間 世｜前々年｛塵1 I 時間 労｜

【窟JW彬期間町選平均所宮骨働時間降車形醐聞の冊定骨働時間x ----1一一一一

＠隼間休日敏 ;u量 1•群｛車｝ 週休B融i

＋週体以外の体計計日 ， 前....匹（鹿｝ 理休目敏i 目l

H
E
E
E
 

＠闘軍司Eによる商会いの摘の11t•畑有興需 ' 有 ・ 無

＠島なたの事業輔にt$klて聾鋤祢”が取られてい晶場合、骨傷者1人当たりの1か月聞の平均世鋤回融
（別輯「匝車擦の聞休の成畢目標1；闘する齢算方厳」参闇）..終T時｛機市 l L!I ，需欄始時｛滋｝ I 閤l

｛猟｝帥匁8月か晶今年唱月まで 〈減｝ー昨隼Bl!から昨隼1月まで

＠骨働者1人当たりの1 か月間田平均飽揖’臨時間数（~I輯 rE曙曜の図体の崎県E揖1；闘する計算方法A ，聞〉
耳障串絡T崎 l 時間 骨1 ・輔開始時 I 時間 分｜

＠遺構揖働時開酎量も葺，，.師耳は輯置”の壇傭世働時間｛酎輯 rl!!聾織の団体の属畢目揖lこ圃する計算書量』多田｝
司医療線T陣｜ 時間 分｜ 事串岡崎時 ｜ 時間 卦i

⑦年揖有軸悼慣の年照不均融樺回世 事書簡7時 し一一一一一一一旦l 事曙開抽時 ｜ 回l
｛曹働省1人幽kり．揖旭国離を古む．別輯『年体取得回世の針算古車』参開｝

＠冊量外掛働時間の醐誠 事書0・7陣 l 時間 卦l 事撤聞抽時 I 冊陪 骨｜

｛骨障者3人当たりの周間早地所定外掛働時間歎.'lll輯 r暗定外持側同聞の計算方法」多田1
＠週骨働時聞が10時聞を掴え晶骨園者司割合【本••1乙おける揖規について記入レτ〈抱書L、］ ｜ 割l
2 世働時間怖の限定の璃曹の取組繍畢（lit組委行。た項目置Oで阻ん守〈だ害い．）

ア 揖憐者の抱える多様な司際情宜世貌曹の聾織に対応した曹働時間稼の霞重

① 1箇月単品のlt!J封働時間耐の縛17',

⑨ 1隼単位岬車形労働時間輔の等λ

＠ 1週間単位の非寝型的重田崎働時間帽の線λ

イ年次官軸体帽を岨縛しやすい軍旗の聾．

①針直前件与制鹿の導入

②•＊有給体帽台幅のt’lit

＠そ由他｛

ウ所庫併骨圃剛滅

①ノF 鵠需ヂーの興施

<2l圃鹿時聞の飯置
Gil骨骨抽 t

Z 曹倒時間四曹哩の適正和の聾惜（措置内事

オワークシェアリシゲ‘車唱曲蘭‘テレワE タ婚の活用

＠ ワークシzアリンゲの噂入

＠書事勘務制度の置周

③ 手レワ－？Oll量刑

拘 棋の骨量書I•ついτ軒らか即情置を隣じた

①特に圃置の恒拷1；努め晶畠軍部品晶と固められる世・者 t措E内啓

③手ω聾宵Jl.Iま申自民の介霞世帯号世働者｛措置向車
＠鮭橿中llr.IJ出産量の女性労働者｛措置向曹

＠単身世住者｛措置両容

⑤畠剣的な醐.健由開量豊困る骨園者【措置問書

＠池端活動絡を持号骨同署｛措置肉審

a 助属輩”量柑．，炉聞の有無（ヨド.鹿I•おけ晶棋揖についτ隠入Lτ〈起古い．｝

ア傭 イ者｛置用問畳助成量Jl.lt中小企指揮亀雇用安盟嗣障金｝

ウ有｛イ以外の助属量） ｛勤講金の名称

) 

裏面内構〈



別罷2（裏｝

3 労働時間婚の盤定の改善を悶る上での問題点等在記入して〈ださい．









































｜医療業の団体の成果自標に関する計算方法｜

以下の成果目標について、事業主団体等が、副主必ず選択し、 bから fの虫企主
いずれか一つを選択して取り組む必要があります。

• ~題酉

a. 関係者による話合いの場の設置（必須）

jjlj紙

労使による話合いの場を設置した構成事業主数を構成事業主全体の1/2以よ
とすることoなお、事業開始時！こ、慨に構成事業主数が構成事業主金体の 1/2
以よの場合iま、労使による話合いの場を設置した構成事業主数を増加させる乙

l と。

b 年次有給休暇の平均取得回数の増加
構成事業主の労働者の年次有給休暇の年間平均取得回数（以下「年休取得回
数Jという。）を1臼以上増加させること。なお、事業概始時に構成事業主の労
働者の年次有給休暇の年間平均付与日数（以下「年休付与日数」という。）と年
休取得回数の差が1日未満の場合は、日数に関わらず年休取得隠数を増加させ
ること。

0 所定外労働時間の削減
構成事業主の労働者1人当たりの月期平均所定外労働時間数（以下「所定外
労働時間数」という。）を1時間以よ削減させること。なお、事業開始時に所定
外労働時間数が1時間未満の場合は、時間数！こ関わらず所定外労働時間数を削
減させること。

d 夜勤回数の削減
交代制勤務｛変則動務を含む。）により、深夜時間帯（22時から5時まで）に
おいて、夜勤（3交代制勤務の場合は準夜勤及び深夜勤）体制がとられている
構成事業主について、構成事業主の労働者1人当たりの湾問平均夜勤回数を、
0.5回以上削減させること。なお、事業開始時に夜勤回数が0.5国未満の場合l立、
回数に関わらず夜勤回数を削減させること。

。1か月の総労働時間の削減
構成事業主の労働者1人当たりの月間平均総労働時聞を5%以上削減させる
こと。

f 最長労働時間の低減
1構成事業主当たりの連続労働時間が最も長い医師又は看護師の連続労働時
間数を1時間以上低減させること。



i具体的な計算方法｜

※成果自標b及びcについてはそれぞれ17～18頁の「年休取得日数の計算方法j、
19-20頁の「所定外労働時間の計算方法jを参照してください。

0算定期間

【事業陳始時1
・助成金事業（以下「事業』という）が家認された年の前年の8月

1日～事業が承認された年の1月31日までの6か月
【事業終了時】

圃事業が承認された年の8月1日何事業が承認された年の翌年1月

31日までの6か月

なお、算定の利便性から、算定期間を若干前後させても差し支えありません。

例えば、賃金締切回が25日となっているため、 7,ij 26日から1月25固までの半

年聞を算定期間としても構いません。

la 関係者による話合いの場の設置： 1/2以上l

医療関係団体

麗璽茎冨置理主主圏直遍蚕豆ゴ直通主主圏直麗亙誼
（朱殴置） （未設置）’ （設置） （設置） （樹置）

〈括合いの場の設置〉
（目標） （事業終了時｝

国語図 〈 図で設置



Id 夜勤回数の削滅： 0.5回以上｜
【事業開始時】

戦構成事業主A:2. 8回

（※）計算方法：各月の夜勤沼数の合計／各月の該当労働者数の合計

－月

夜勤回数

及び
該当労働者数

夜勤回数

該当労働者数

本構成事業主B:3. 0図

＊構成事業主G:3. 2回

」ニュー

H25.8 

1回： 10人
2罰： 10人
3回：zo人
90 

40 

1構成事業主当たりの平均：［§］！

【事業終了時】

本構成事業主A:2. 1 

H26.1 

1回： 15人
2困： 10人

‘・． 3固： 15人

so 
40 

（※）計算方法：各月の夜勤回数の合計／各月の該当労働者数の合計

月

夜勤回数

及ぴ
該当労働者数

夜勤回数

該当労働者数

＊構成事業主B: 2. 8 

・＊構成事業主G:2. 6 

」二L

H26.8 

1回： 15人
2回： 10人
3国： 5人

50 

30 

1構成事業主当たりの平均：(IT!

〈夜勘毘数〉

・．．

（事業開始時） ｛事業終了時） （目標）

陸軍一［］］） = 0.5 ミ []]11

H27.1 

1回： 20人
2回： 10人
3回： 5人
55 

35 

合計

672 
240 

合計

420 

200 



[e 1か月の総労働時聞の削減： 5%以上i
【事業開始時】

＊権威事業主A:220時間

（※）計算方法：各局の労働時間の合計／各月の労働者数の合計

月 H25.8 H26. 1 合計

x: 200 x: 220 
月の労働時間（H) y: 225 ・． y: 210 3960 

z: 215 z: 190 
l 労働者数 3 3 18 

市構成事業主B:215待問

＊構成事業主G: 210待問

」二L
1構成事業主当たりの平均：区画

【事業終了時I

月 H26.8 H27. 1 合計

x: 190 x: 195 
月の労働時間（H) y: 200 ・． y: 205 3618 

z: 210 z: 200 
労働者数 3 3 18 

四均平のHV 
固
た

1F
当

一
－
一
主

「
J

一
業
『
事成機4・E

<1か月の総労働時間〉
（事業開始時）（事業終了時）

｛医圏一医盟ll
｛目標）

215時間キ陸型注医盟



It 最長労働時間の低減：1時間以上i
【事業開始時】

月 8 9, 10 11 12 

連続労働時間が最
も長い医師又は者 13 15 16 15 12 13 
雛師の連続労働待 （医師a) （看護師a) （署腹師b) （医師b) （医師b) （医師c)

間CH)

4二」
1 構成事業主当たりの平均：~盟

【事業終？時】

月 8 9 JO 11 12 

連続労働時聞が最
も長い医師又は宥 13 12 11 15 14 11 
護師の連続労働時 （医師d) （看護衛b) （医師a) （看護師。） （医師。） （者援姉d)

間CH)

」二ユF
1構成事業主当たりの平均；fil圏
く最長労働時間〉
（事業開始時）（事業終了時） ’ （酉標）
<Ii]]調－ liii関） = D:器調注 E関





！年休取得回数の計算方法｜

0対象労働者
E社員やパート・アルバイト、契約社員など雇用形態を関わず、算定期間中

に年次有給休暇（以下「有休」という）の取得資格のある労働者

0算定期間

【事業開始時1
・助成金事業（以下「事業」という）が家恕された年の前年の8月1

日～事業が:ij!:恕された年の1月31日までの6か月

【事業終了時】

同事業が承認された年の8月1日～事業が承認された年の翌年1月31

Bまでの6か月

なお、算定よの利便性から、算定期間を若干前後させても差し支ゑありませ

ん。例えば、有休の基準日が26固となっているため、 7月26日から1月25日
までの半年聞を算定期間としても構いません。

0年次有給休暇の年間平均取得回数の計算式は次のとおりです。

算定期間中の毎月の有休取得日数の合計

算定期間中の毎月の対象労働者の合計担
x12嗣年間平均取得回数 z

※1 有休の月間平均取得回数を1年間に換算 (12倍〕した数値を使用してください。

計算の結果‘I有休の法定最大付与目数（20日〉を超えても差し支えありません。

※Z 算定期聞の途中で有休を付与された労働者｛立、付与田が月の1日の場合はその月

から、 2日以降の場合は翠月から計算対象としてください。



面亙］］ （平成2怖に輔の承認を受けた場合）
【事業開始時】 （平成25年8月1日～平成26年1月31田） (6か月）

盟
主
筋

o, •••a 将司..

盟
主
砲

明一

m一
刻

"" 
" 

＂＂年·~

1’ 

【事業終了時】 （平成 26年8月1日～平成 27年1月 31日） (6か月）

場町体取得R倣 ca ' 
労働者相λ｝

出E笠旦

" 
" 

昭一
M
m
一回

叫
一
泊
一
四

市一

m

－m
同一

w一回

＂＂・＇＂－ .. 
労働者1人年間平鈎有休取得田

0. 777目将司2月

匿重亙亙〈事業主が、雇用調援助成金圃 i中小企業緊急雇用安定助成金を受

給して労働者を休業させている期聞が、算定期間中に含まれて

いる場合）

① 平成 26 年に事業の~認を受けたとします。

② 雇用調整助成金を受給してH25年11月に労働者1人が部分休業したと
します。

③ ②の労働者の当該月の有休取得回数は1日だったとします。
【事業開始時】 （平成25年8月1日～平成26年1月31日） (6か月）

3
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時
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一
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"" H”隼＇＂

乞ヰ二主
労働者可人周開平崎有II取得Biik

【事業終7時］ （平成26年8月1日～平成27年1月31日） (6か月）

＂＂年.. ‘R "" "J! ’.. ＂＇＂事情
！有体積得日Ilkta 》！ 語2 .. " 20 15 .. 
労働者相人｝ I ω " " " " " llll!lt1人R開平均有体取得E’k

省働者1入銀M平均有l!<l!I何回



｜所定外労働時間の計算方綱

0対象労働者について
正社員やパート・アルバイト、契約社員等の扇用形態を問わず、原員lj全労

働者を対象とします。

0算定期間

【事業開始時1
・助成金事業（以下『事業」と言います。）が;IJ<寵された年の前年

の8月1日～事業が;IJ<認された年の1F331日までの6か月

【事業終了時1
・事業が承認された年の8.Fl1臼～事業が来認された年の翌年1月

3 1日までの6か月

ただし、例えば賃金締切日が25臼となっているため、 7月26日から1

月25日までの半年聞を算定期間するなど、算定の利便性から、算定期間を

若干日前後させても、差し支えありません。

0月間平均所定外労働碕間数の計算式は次のとおりです。

月間平均所定外労働時間数＝
算定期間中の毎月の所定外労働時澗の合計

算定期間中の毎月の労働者数の合計

※ 月の途中で入社した労働者l立、当該入社目が月の1自の場合l立入社自の属する月か

ら、 E回以降の場合I主、当銭入社自の属する月の翌月から計算対象としてくださいe

また、河の途中で退社した労働者i立、当餓退社回が月の末自の場合l立退社日の臆す

る月まで、末日以外の場合は、当該退社闘の嵐する月の前月までを計算対象として

ください。



睡~（平成25年に輔の承認を受悦場合）

【事業開始時】 （平成24年8月1日～浮成25年1月31日） (6か月）
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睡画（事業主民雇用調整助成金引地鰍急雇用安定助成金を受給

して労働者を休業させている期間が、算定期間中に含まれている

場合）

①平成25年に事業の承認を受けたものとします。

②雇用調整助成金を受給してH24年11月に労働者1人が部分休業し

たとします。

③②の労働者の当該月の所定外労働時間Iま5時間だったとします。

【事業開始時】 （平成24年8月1日～平成25年1月31日） (6か月）

H24年・~ •M 10~ 日月 12月

断定外労働神(II（持問｝ 100 '" 労．宥相人｝ " 8唱

~ーー『『
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【事業終了時】 （平成25年8月1日～平成26年1月31日） (6か月）
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第1 長時間労働の抑制と年次有給休暇の取得促進など仕事と生活の

調和の実現に向けた社会的気還の醸成等を図るための具体的な施

策の実施（業務通達記の第 1の3関係）
1 働き方・休み方改善指標の活用・普及について（業務通達記の

第1の3(1）関係）

「働き方・休み方改善指標」 （以下「指標j という。）に係る

パンフレット（詳細版・簡易版）を作成し、都道府県労働局（以

下「局」という。）に配布することとしているので、ワークショ

ップ、コンサルティング等の機会をとらえてこれらを配布するな

どにより指標の活用・普及を図ること。

また、本省の委託事業により、企業の経営者、人事労務担当者

及び労働者がサイト上で「働き方」や「休み方Jについて自己診

断ができる機能や診断結果に対する効果的対策を提案する機能等

を備えたポータルサイトを設置する（第4四半期を目途）ととも

に、指標を活用した雇用管理改善の取組の好事例を収集し、好事

例集を作成する（第4四半期を回途）こととしているので、設置・

作成後には、これらも活用した指標の活用・普及を図ること。

なお、指標の概要や企業等における具体的な活用方法などにつ

いては、第 1四半期に開催する労働時間等設定改善業務担当者会

議において説明する予定としていること。

2 働き方・休み方改善ハンドブック等の活用・普及について（業

務通達記の第 1の3(2）関係）

情報通信業（情報サービス業）及び宿泊業（旅館・ホテル業）

を対象とする「働き方・休み方改善ハンドブック」 （以下「ハン

ドブックJという。、）については、ハンドブックに係るパンフレ

ット（詳細版・簡易版）を作成し、各局に配布することとしてい

るので、ワークショップやコンサノレティングの機会をとらえた配

布、管内の業界団体等を通じた傘下事業場への配布などにより、

ハンドブックの活用・普及を図ること。

3 時季を捉えた年次有給休暇取得促進（業務通達記の第 1の3(4) 

関係）

本省の委託事業として、夏季及び年末年始のほか、 10月を年次

有給休暇取得促進の重点周知期間として嘉点的な広報を行うこと

などを内容とする「時季を捉えた年次有給休暇取得促進に係る広
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報事業Jを実施することとしていること。

本事業においては、駅貼広報等を実施するほか、ポスター、リ

ーフレットを作成し、各局のほか、都道府県、労使団体等へも配

布することとしている。

局、労働基準監督署（以下「署j という。）においては、各種

会議、集団指導等の機会をとらえて日一フレットを配布するなど

により周知に努めること。なお、周知に当たっては、関係行政機

関、団体との連携にも配意して対応すること。

第2 労働時間等設定改善推進助成金（以下「推進助成金」という。）

について（業務通達の別添 l 「労働時間等設定改善推進助成金支

給要領」（以下「推進助成金要領」という。）関係）

1 事業主団体等の要件について（推進助成金要領第 1の1関係）

(1) 「これに準ずる区域j どは、都道府県全域までではないもの

の、都道府県内の相当の範囲の区域を加入対象地域とするもの

をいうものであること。

(2) 中小企業事業主の団体又はその連合団体（以下「事業主団体

等」という。）の傘下の事業主のうち労働者を雇用する事業主

（以下「構成事業主」という。）の業種が複数種にわたる場合、

推進助成金要領第 1の1の（2）のア又はイのいずれか一方の要

件を満たす業種ごとの事業主数の合計が構成事業主全体の 2

分の 1以上であることが要件となること。

(3) 財政能力とは、助成金が支給されない場合でも事業を実施可

能であることをいうものであること。

2 取組事項について（推進助成金要領第 1の2(1）及び 3(1）関係）

取組事項の具体的な内容は、次のとおりであること。

(1) 実施体制の整備（労働時間等設定改善委員会を始めとする労

使協議機関の設置等）

労働時間等の実態について適切に把握するとともに、労働時

間等設定改善委員会をはじめとする労使間の話合いの機会を整

備すること等がこれに該当すること。

(2) 年次有給休暇を取得しやすい環境の整備

計画的付与制度の導入、年次有給休暇台i恨の作成、年次有給

休日慢の取得状況の労使による確認、制度の導入、年次有給休暇の

取得率の目標設定、 2週間程度の長期休暇制度の導入等取得し

やすい雰囲気づくりや意識の改革等がとれに該当するとと。
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(3) 所定外労働の削減

ノ」残業デー、ノー残業ウィ｝クの実施等がこれに該当する

こt:。

(4) 労働者の抱える多様な事情及び業務の態様に対応した労働時

間等の設定

業務の実態について調査を行い、当該調査結果及び労働者の

抱える多様な事情に応じて、変形労働時間制、フレックスタイ

ム制、裁量労働制及び短時間正社員制度を活用（新規導入、見

直し）するととがこれに該当すること。

なお、医療業にあっては、上記のほかに勤務シフト等労働時

澗面での改善や補助者の活用（新規導入、見直し）、業務の効率

的な遂行のための業務分担の見直し等により、労働者の負担軽

減を行うことがこれに該当すること。

(5) 労働時間の管理の適IE化

労働時間管理の現状把握、適正化を行い、時間的に過密とな

らない業務の運用についての検証を行うことがこれに該当する

こと。

(6) ワ｝クシェアリング、在宅勤務、テレワーク等の活用 l

多様な働き方の選択肢を拡大するワ｝クシェアリングの導入、

通勤負拐の軽減となる在宅勤務、テレワーク等の活用について

新たに何らかの整備を行うことがこれに該当すること。

(7) 特に健康の保持に努める必要があると認められる労働者（労

働時間等設定改善指針（平成20年厚生労働省告示 108号。以下「労働、

時間等見直しガイドライン」という。）の2の（2）の「特に配慮を必要

とする労働者について事業主が講ずべき措置」のイに定められた措置）

労働者の健康を守るための予防策として、メンタルヘルスケ

アの実施とあわせ、疲労を蓄積させない、又は、疲労を軽減さ

せるような労働時間等の設定を行うことや、病気休暇から復帰

する労働者について円滑な職場復帰を支援するような労働時間

等の設定を行うこと等がこれに該当すること。

(8) 子の養育又は家族の介護を行う労働者（労働時間等見直しガイ

ドラインの2の（2）の「特に配慮を必要とする労働者について事業主が

講ずべき措置」のロに定められた措置）

育児休業、介護休業、子の看護休暇、介護休暇、所定外労働

の免除、所定労働時間の短縮措置等についだ規定整備を図ると

ともに、それらの制度を利用しやすい環境の整備を図ることや、
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年次有給休暇の取得促進、所定外労働の削減等により、子の養

育又は家族の介護に必要な時間の確保を図ること等がこれに該

当すること。

(9) 妊娠中及び出産後の女性労働者（労働時間等見直しガイドライン

の2の（2）の「特に配慮を必要とする労働者について事業主が講ずべき

措置Jのハに定められた措置）

妊娠中及び出産後の女性労働者について、保健指導又は健康

診査を受けるために必要な時間の確保を行うこと等がこれに該

当すること。

(10) 単身赴任者（労働時間等見直しガイドラインの2の（2）の「特に配

慮を必要とする労働者について事業主が講ずべき措置」のニに定められ

た措置）

休日の前日の終業時刻の繰上げや休日の翌日の始業時刻の繰

下げを行う‘こと、家族にとって特別な日については休暇を付与

すること等がこれに該当すること。

( 11) 自発的な職業能力開発を図る労働者（労働時間等見直しガイド

ラインの2の（2）の「特に配慮を必要とする労働者について事業主が講

ずべき措置Jのホに定められた措置）

有給教育訓練休暇、長期教育訓練休暇その他の特別な休暇の

付与、始業・終業時刻の変更、勤務時間の短縮、時間外労働の

制限等労働者が自発的な職業能力開発を図ることができるよう

な労働時間等の設定を行うこと等がこれに該当すること。

(12) 地域活動等を行う労働者（労働時間等見直しガイドラインの2の

(2）の「特に配慮を必要とする労働者について事業主が講ずべき措置J

のへに定められた措置）

地域活動等へ参加する労働者に対して、特別な休暇の付与‘

労働者の希望を前提とした年次有給休暇の半日単位の付与等に

ついて検討すること等がとれに該当すること。

( 13) その他特に配慮を必要とする労働者（労働時間等見直しガイド

ラインの2の（2）の「特に配慮を必要とする労働者について事業主が講

ずべき措置」のトに定められた措置）

労働者の意見を聴きつつ、その他特に配慮を必要とする労働

者がいる場合、その者に係る労働時間等の設定に配慮すること

がこれに該当すること。

3 成果目標について（推進助成金要領第 1の2(2）及び 3(2）関係）

成果目標の達成状況については、以下により算定すること。
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(1) 構成事業主に対して、成果目標に係る実績を、事業開始時に

おける状況として、事業承認を受けた前年の8月1日から事業承認

を受けた年の1月末日までの半年聞を算定期間としたものを、事業終了

時における状況として、事業承認を受けた年の8月1日から翌年の1月

末日までの半年聞を算定期間としたものを、それぞれ、下記4(2）アの

アンケート（ヒアリング）調査により把握すること。なお算定期間につ

いては、例えば賃金締切日が25日となっているため、 7月26日から

1月25日までの半年聞を算定期間とするなど、算定の利便性から、算

定期間を若干日前後させることは差し支えない。

(2) 事業開始時及び事業終了時のそれぞれについて、把握した構

成事業主の状況の和を、把握した構成事業主数で除して、団体

としての成果目標の実績含算定すること（「実施体制の整備jに

関する目様である「労使による話合いの場を設置した構成事業主

数を構成事業主数全体の 2分の 1以上とすることJを除く。）。

ただし、算定期間中に雇用調整助成金又は中小企業緊急雇用安

定助成金（以下「雇用調整助成金等j という。）を受給してい

る構成事業主については、この算定の対象から除くこと。

なお、成果目標ごとの実績を把握した構成事業主数は、構成

事業主全体の半数以上であること。ただし、「労働者の抱える多

様な事情及び業務の態様に対応した労働時間等の設定」に関す

る目標である「夜勤回数の削減Jについては、夜勤の存在する

構成事業主の事業場（以下「構成事業場j という。）を対象とし

ているため、構成事業主全体の半数以下であっても差し支えな

し、。

4 推進事業について（推進助成金要領第1の4関係）

(1) 推進助成金要領第 1の4のアの「方針策定等の事業Jについ

て

方針策定等の事業の具体例は、次のとおりであること。

ア方針策定

「推進事業実施の重点とする取組事項とその内容」、「好事

例の収集、普及啓発の事業の企画」、「説明会、個別指導等の

企画」等の助成対象団体としての推進事業実施方針を策定す

ること。

イ 全体会議

事業の企画・立案及び取りまとめ、全体の意思統一並びに

事業実施結果に関するフォローアップを図るために、構成事
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業主を招集して会議を開催すること。

ワ アンケート（ヒアリング）調査
(7) 構成事業場における事業開始時の労働時間等の設定の状

況調査

事業開始時に、構成事業場における労働時間等の設定の

状況や労働時間等の設定の改善iこ対する意識等を調査・把

握すること。

すべての構成事業場に対して調査を行うものとし、原則

として半数以上の構成事業場の実態及び成果目標の実績を

把握すること。

なお、調査に当たっては、調査票の様式例である別添 1

「労働時間等設定改善計画」及び詳しい算定方法について

取りまとめた別紙の「医療業の団体の成果目標に関する計

算方法」、「年休取得日数の計算方法人「所定外労働時間の

計算方法」を利用するよう閏体を指導するなどして、正確

に成果目標の実績を把握すること。

（イ） 構成事業場における事業終了時の労働時間等の設定の状

況調査

事業終了時に、構成事業場における労働時間等の設定の

状況や労働時間等の設定の改善を進める上での問題点等を

調査・把握すること。

すべての構成事業場に対して調査を行うものとし、原則

として半数以上の構成事業場の実態及び成果関擦の実績を

把握すること。

なお、調査に当たっては、別添 2 「労働時間等設定改善

実施結果報告」及び;jlJ紙の「医療業の団体の成果目標に関

する計算方法J、「年休取得日数の計算方法j、f所定外労働

時間の計算方法j を活用するなどして、正確に成果目標の

実績を把握すること。

エ調査結果分析

(7) 事業開始時の調査結果分析

ウの（7）の結果を分析し、支給対象団体として、推進事業

を進める上での基礎とすること。

（イ） 事業終了時の調査結果分析

ウの（イ）の結果を分析し、事業の成果、事業終了後の課題

等を検討し、フォローアップを図るための基礎とすること。
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(2) 推進助成金要領第1の4のイの「好事例の収集、普及啓発の

事業」について

好事例の収集、普及啓発の事業の具体例は、次のとおりであ

ること。

ア巡回（訪問）調査

労働時間等の設定の改善に践する好事例事業場を訪問し、

好事例についての調査・収集を行うこと。

イ 好事例集・報告書作成及び配布

アの結果及び後述の（5）を実施した場合は改善事例につい

ても取りまとめた事例集及び事業の成呆を取りまとめた事例

集を作成し、構成事業場に配布することロ

(3) 推進助成金要領第 1の4のウの「セミナーの開催の事業j に

ついて

セミナーの開催の具体例は、外部から講師を招き、労働時間

等の設定の改善に向けた気運の醸成のために、その必要性等に

ついてのセミナ｝を開催するとと等であること。

(4) 推進助成金要領第1の4のエの「巡回指導等の事業j につい

て

巡回指導等の実施の具体例は、次のとおりであること。

ア全体説明会

(T) 事業計画の説明

構成事業場の責任者・担当者に実態に基づく労働時間等

の設定の改善に向けての事業計闘を説明し、周知徹底を図

ること。

（イ） 専門家の招へい

外部から専門家を招き、労働時間等の設定の改善を行う

際に発生する労務管理上の諸問題の改善のための対応方法

に関して説明を受けること。

イ 巡回形式による個別指導

選定事業場や希望する事業場を訪問して、労働時間等の設

定の改善を行う際に発生する労務管理上の問題点の解決方法

や就業規則等の変更、作成の方法等について、相談に応じる

とともに、具体的な指導を行うこと。

ワ 相談会形式による個別指導

選定事業場や希望する事業場に対し、労働時開設定改善推

進員（以下「推進員Jという。）、外部の専門家等による相談
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会を開催し、労働時間等の設定の改善を行う際に発生する問

題点の解決方法や就業規則等の変更、作成の方法等について

具体的な指導を行うこと。

(5) 推進助成金要領第 1の4のオの「重点的な指導が必要な事業

場に対する個別指導の事業」について

労働時間等の設定の改善に向けて団体全体の底上げを図るた

め、年次有給休暇の取得が低調又は所定外労働時間が長い構成

事業場などに対し、 1か月以上の期間にわたって複数回、外部

の専門家が個別に訪問し、労働時間等の設定や業務体制などの

実態、労働時間等の設定を改善する際に発生する問題を把握す

るとともに、その解決方法について具体的に助言・指導を行う

こと D

また、改善が図られた事例については、改善事例として取り

まとめるとと。

(6) 推進助成金要領第 1の4のカの「労働時間等の設定の改善iこ

向けた取引先等との調整の事業」について

取引先等との調整の具体例は、次のような項目について連絡

会議の開催やそのための資料の作成等を行うことが該当するこ

と。

短納期発注の抑制、納期指定の弾力化等の要誇

週末発注・週初納入、終業時間後発注・翌朝納入等、労働

時間等の設定の改善を阻害する発注方式の抑制の要請 9

時間外労働の削減や休日・休暇の取得を前提とした計画的

生産・発注平準化への協力要請

発注計画の事前の情報提供と調整の要請

(7) 推進助成金要領第 lの4のキの「上記のア～カには該当しな

いが、 2(1）又は 3(1）に掲げた取組事項を推進するために必要

と認められる事業j について

例えば、労働時間の削減に向けた業務の効率化に資する新し

い機械・器具の実技講習の開催など安指すこと。

本事業については業種等により事業内容が異なることが想定

されるため、 2に掲げた取組事項を推進するために、例えば上

記の実技講習の場合には、実技講習と併せて労働時間短縮の必

要性に関するセミナーを開催することなど、必要な条件を附す

る場合があることから、事業承認に当たっては本省に相談する

こと。
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5 推進員の配置について（推進助成金嬰領第2の2関係）

推進員の配置を行う場合、その配置については、次のとおり取

り扱うこと。

(1) 推進員は、推進事業の実施に関して、

ア 事業方針に基づき円滑に実施すること

イ 事業実施の承認を受けた事業主団体等が連合体の場合には、

傘下の個体との連絡調整を行うこと

ウ 推進助成金に関する書類の作成を行うこと

等、事業運営の中心的な役割を担う者として配置するものであ

ること。

(2) 推進員については、労働時間制度について、専門的な知識を

有すること。

(3) 推進員は、費用の限度額の範囲内で複数配置して差し支えな

し、。

(4) 当該推進員業務の実施に当たり必要な印刷費、通信運搬費、

消耗品費、旅費等の経費については、各事業の実施に要する経

費の中に計上すること。

6 成果目標の達成状況に関する証拠書類について（推進助成金要領第

3の2(1）ワ関係）

成果目標の達成状況に関する証拠書類とは、上記4(1）ウにより構成事業

場から収集したアンケート（ヒアリング）調査の調査票等の写し及びその

集計結果を指すこと。

なお、当該アンケート（ヒアリング）調査の調査票等の内容を裏付ける

資料については、必ずしも支給申請の際に添付する必要はないが、構成事

業場において整理しておくなど、支給審査時に必要に応じて確認すること

ができること。

7 労働時間等設定改善実施計画の承認制度の活用について

支給対象団体から、推進事業の内容で営業にかかわる事項が含

まれる等私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律上の問

題が懸念されるとの相談があった場合には、労働時間等の設定の

改善に関する特別措置法第8条の労働時間等設定改善実施計画の

承認制度を活用するよう助言を行うこと。

第 3 職場意識改善助成金（以下「改善助成金」という。）について（業

務通達の別添2 「職場意識改善助成金支給要領J) （以下「改善助

成金支給要領j という。）関係）
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1 支給対象事業主の要件について（改善助成金支給要領第2の1

関係）

改善助成金支給要領第 2の 1(1）については、改善助成金が、労

働者災害補償保険法（昭和 22年法律第 50号）第 29条の社会復帰

促進等事業として行われることによるものであること。

よって、改善助成金の支給を受けようとする場合には、労働者

災害補償保険の加入手続きがなされていることが必要であること。

2 事業実施計画について（改善助成金支給要領第2の2関係）

職場意識改善助成金事業実施計画（以下「事業実施計画」とい

う。）に盛り込む具体的な内容は、次のとおりであること。

(1) 実施体制の整備のための措置

次のアからウのすべてについて、取り組むこと。

ア 労働時間等設定改善委員会の設置等労使の話合いの機会の

整備

労働時間等の実態について適切に把握するとともに、職場

意識改善に向けた取組を促進するため、労働時間等設定改善

委員会をはじめとする、労使の話合いの機会を整備すること

等がこれに該当すること。

イ 労働時間等に関する個々の苦情、意見及び要望を受け付け

るための担当者の選任

労働時間等の設定の改善を目的とした職場意識改善を図る

ためには、事業主が、労働者各人からの労働時間等の偲別の

苦情、意見及び要望に誠意をもって耳を傾け、善後策を講じ

ることが必要であることから、苦情等に応じるための担当者

を選任し、処理制度を設けることがこれに該当すること。

ワ 事業実施計画の周知

労働者に対する事業実施計画の周知を図るため、社内報へ

の掲載、事務所等の見やすい場所への掲示、ホームページ等

での公表等の実施がこれに該当すること。

(2) 支給対象の事業について

助成対象経費の範囲は、交付要綱第 B条に定める事業実施期

間に事業を実施するために実際lご支出した経費に限られるが、

例えば、契約形態がリース契約、ライセンス契約、サービス利

用契約などの契約期聞が事業実施期間を超える契約について

は、事業実施期聞を超えた分の契約期間に係る費用について事

業実施期間中に支出していたとしても、この費用については事
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業実施期間中に事業を実施するための経費とは認められない

ため、助成対象の経費とはならないこと。

ア 労働環境改善事業

次の（7)から（エ）までのうち、 1つ以上実施すること。

なお、外部の講師、専門家としては、労務管理、経営面の

専門家として、社会保険労務士、中小企業診断士、経営コン

サノレタント、長時間労働等による健康面の専門家として、 1 医

師、保健師、労働衛生コンサルタントなどが考えられること。

(7) 労務管理担当者に対する研修

管理職等に対して、労働時間等の設定の改善に向けた必

要性等について周知を図るため、外部の講師を招き研修を

実施するとと、外部の専門家が開催するセミナーに参加す

ること等がこれに該当するとと。

（イ） 労働者に対する研修、周知・啓発

労働者に対して、労働時間等の設定の改善に向けた必要

性等について周知を留るため、外部の講師を招き研修を実

施するとと、ノー残業デー、ノー残業ワイ｝タの実施、年

次有給休暇の取得率の目標設定等に係る周知を行うこと、

2週間程度の長期休暇制度の導入等取得しやすい雰囲気

づくり等に係る啓発を実施すること等がこれに該当する

こと。

（ウ） 外部専門家によるコンサノレティング

外部の専門家による、業務体制等の現状の把握、労働環

境の改善に向けた問題点・原因の分析、対策の検討・実施

等がこれに該当すること。

（エ） 就業規則・労使協定等の策定・見直し

年次有給休暇の計画的付与制度・時間単位付与制度や、

改善助成金支給要領第 2の 2(2）のア (7〕の aから fまで

を図的とした、変形労働時間制、フレックスタイム制、裁

量労働制、短時間正社員制度、多様な働きJ方の選択肢を拡

大するワークシェアリング、通勤負担の軽減となる在宅勤

務、テレワーク、労働時間等見直しガイドラインの 2の（2)

の「特に配慮を必要とする労働者について事業主が講ずべ

き措置Jのイからトまでに定められた特に配慮を必要とす

る労働者に対する休暇の付与等の措置としての病気休暇、

ボランティア休暇、リフレッシュ休暇、裁判員休暇等の特
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別休暇等を導入するために必要な就業規則・労使協定等の

策定・見直しがこれに該当すること。

イ 改善基盤整備事業

次の（7)から（オ）までのうち、 1つ以上実施すること。

(7) 労務管理用機器の導入・更新

労働者の労働日ごとの始業・終業時刻を記録することが

できるタイムレコーダ一、 1cカード及び ICカードの読
取装置等の導入・更新がこれに該当すること。

（イ） 労務管理用ソフトウェアの導入・吏新

勤怠管理ソフトウェア等の導入・更新、事業場独自の勤

怠管理ソフトウェアの開発（自社開発を除く）等がこれに

該当すること。

（ウ） デジタル式運行記録計の導入・更新

車載機器として、車載器本体、記録媒体（メモリーカー

ド等）等の購入が、事業場用機器として、読取装置（メモ

リーカードリーダ一等）、分析ソフトウェア等の導入・更

新がこれに該当すること。

（エ） テレワーク用通信機器の導入・更新

労働者の自宅における機器として、シンクライアント端

末装置、 Vp N装置等の導入・更新が、また、事業場にお

ける機器として、シンクライアントサーバ、 Vp N装置、

ネットワーク監視装置等の導入・更新がこれに該当するこ

と。

（オ） 上記（7）から（エ）に該当しない労働能率の増進に資する

設備・機器等の導入・更新

在庫管理の負担を軽減する P0 S装置、自動車整備作業

の能率を向上させる油圧式りフト、食器洗い作業の負担を

軽減する自動食器洗い乾燥機など、労働者が直接行う業務

負担を軽減する設備・機器等の導入・更新がこれに該当す

ること。

3 成果目標及び交付要綱第 3条第4項の要件について（改善助成

金支給要領第 1の2(3）、（4）関係）

成果目標及び交付要綱第 3条第4項の要件（以下「成果目標等」

という。）の達成状況については、以下により算定すること。

なお、算定に当たっては5.JIJ添3 「成果目標等の達成状況に関す

る集計表」（以下「集計表」という。）を活用するなど、正確に実
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態を把握すること。

また、算定方法が以下に依り難い場合などには、必要に応じ、

本省に相談すること。

(1) 成果目標等に係る実績を、事業開始時における状況として、

事業承認を受けた前年の事業実施計画の 2 ( 1 ）の期間を算定

期間としたものを、事業終了時における状況として、事業承認

を受けた年の事業実施計画の 2 ( 1 ）の期間を算定期間とした

ものを、それぞれ、算定すること。

(2) 事業主が雇用調整助成金等を受給して労働者を休業又は職

業訓練（以下「休業等j という。）させている期聞が、成果目

標等の算定期間に含まれている場合、労働者の月間平均所定外

労働時間数については、雇用調整助成金等を受給して休業等し

た月の所定外労働時間数及び労働者数から、当該休業等労働者

分を除いて算定することとし、労働者の年次有給休暇の年間平

均取得日数については、雇用調整助成金等を受給して休業等し

た月の年次有給休暇の取得回数及び労働者数から、当該休業等

労働者分を除いて算定すること。

4 承認申請書の添付書類について

改善助成金支給要領第 3の1 ( 1 ）のエの書類は、 Jllj添3の集

計表及び、集計表の内容を確認することができる賃金台帳、年次

有給休暇管理表などの写しを提出させるとと。

なお、集計表に記載する所定外労働時間数は、時間外労働時間

数に休日労働時間数を加えた時間数として差支えないものとし、

その場合、所定外労働時間数に関する集計表の礁認は、原則とし

て、賃金台帳により行えば足りるものとすること。 ( 

第4 助成金の周知について（業務通達記の第2関係）

I 推進助成金について

推進助成金については、支給対象となる事業主団体の要件に留

意しつつ、業務通達の記の第 3の3による局選定業種、宿泊業並

びに長時間労働の実態にある運輸業及び情報通信業に属する団体

等に対して第1四半期を中心に積極的にその活用を働きかけるこ

と。

2 改善助成金について

改善助成金労働環境改善・改善基盤整備コースについては、当

該助成金の申請期限が 10月末となっていることに留意し、第 1、

第2四半期を中心に、リーフレットを活用し、あらゆる機会を通
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じて積極的に周知を行うとと。 特に、平成 26年度から助成対象

事業を拡充し、労働能率の増進に資する設備、機器等についても

助成対象とすることとしたので、本助成金の活用により労働時間

等の設定の改善が見込まれる企業を把握した場合には、積極的に

働きかけを行うこと。

また、テレワークコ｝スについては、申請期限が 12月 15日ま

でとなっていることに留意し、第 1四半期から第3四半期までを

中心に、リーフレットを活用し、あらゆる機会を通じて積極的に

周知を行うこと。

なお、企業からの間合わせなどが労働局に害せられた場合は、

テレワーク相談センターの連絡先を案内すること。

第5 働き方・休み方改善コンサルタントによる個別事業場等に対す

る支援（業務通達記の第3関係）

1 対象事業場とその対応について

対象事業場の選定等に当たっては、次の（1）～（5）に留意するこ

と。

また、対象事業場に対し、コンサルティング等を行った場合は、

別添4 「対象事業場管理表Jを活用し、自主点検の状況を含め、

逐次状況を記録するなどして、それぞれの進捗状況を管理するこ

と。

(1) 局選定業種の事業場

ア 局選定業種について

局選定業種については、これまで局又は暑において実施し

てきた各種の自主点検結果により、長時間労働や年次有給休

暇の取得率が低い業種、長時間労働や年次有給休暇の取得に

関する相談が多数寄せられる業種、これまでのコンサルティ

ングの実績等から業種全体で取り組む必要があると局におい

て判断した業種、業種別の年次有給休暇の取得率等を把握し

ている場合は取得率が低い業種、各種の統計により労働時聞

が長い業種等から選定すてること。また、局選定業種は複数選

定して差し支えないこと。

上記第 1の2のとおり、本省においてハンドブックを作成

し、各局に情報提供した情報通信業及び宿泊業について、こ

れらの業種を選定対象として検討の上、コンサノレティング、

ワークショップ、集団指導等において積僚的に活用すること。
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イ 局選定業種に係る事業：場の選定基準の策定について

選定基準の策定に当たっては、局選定業種に該当するすべ

ての事業場を対象とするのではなく、例えば一定規模以上の

1事業場、地域等のまとまりのある事業場を対象とする等、コ

ンサノレティングの効果が最大限発揮されるものとすること。

ウ 行政手法について

自主点検を行う場合は、 J31J添5 「労働時間等設定改善自主

点検表」を用いること。ただし、既に他の自主点検等により、

上記自主点検の内容を把握している場合は、当該自主点検を

省略して差し支えない。

(2) 助成金を支給した事業場等

助成金を支給した事業場及び団体に対しては、ア及びイによ

り対応するとと。

ただし、一毎年度末に実施している政策評価のためのアンケ｝

ト、推進助成金を支給した回体が事業開始時及び事業終了時に

構成事業場の実態を把握するために行うアンケート調査票（以

下「アンケート調査票Jという。）、改善助成金を支給した事

業主から支給申請時に提出される職場意識改善助成金事業実施

結果報告書などから、週労働時聞が 60時間以上の労働者が存在

する事業場を把握した場合は、ア及びイに関わらず、当該事業

場に対して、架電等により、ワークショップ及びコンサノレティ

ングの手法を説明し、事業主等に対して希望する手法を確認す

ること。コンサルティングを希望した場合には、コンサルテイ

ングを必ず実施すること。

ア 推進助成金

平成 24年度に事業の実施を承認した団体又は当該団体の

構成事業主に対して、（7)から（ウ）の区分に留意の上、必要な

指導を行うとと。

(7) 平成 24年度に推進助成金事業の実施を承認された団体

及び当該回体の構成事業主

a、bの順番で必要な指導を行うこと。

a 事業実施年度の翌年度の第1四半期を目途に、助成金

を支給した団体から提出された事業開始時及び事業終了

時のアンケート調査票により、①又は②のいずれかに該

当する構成事業主を把握し、当該構成事業主における労

働時間等の設定の改善に向けた問題点について、必要に
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応じて団体から取組の状況を確認し、分析を行った上で、

当該構成事業主が問題点の解決に向け継続的に取り組め

るように、当該構成事業主に対し団体による助言・指導、

情報の提供その他の援助を行うよう、団体に対して働き

かけること。

也 事業終了時の年次有給休暇の取得率又は取得日数が、

事業開始時より低下したもの

② 事業終了時の労働者 1人当たりの月間所定外労働時

間数が、事業開始時より増加したもの

b 事業実施年度の翌年度の第4四半期を目途に、別添 6

「労働時間等設定改善推進助成金支給団体の構成事業場・

に対する自主点検表Jを用いてすべての構成事業場に対

して、自主点検を実施すること。

ただし、翌年度内の実施が困難な場合には、事業実施

年度の翌々年度に実施して差し支えないこと。

自主点検の対象事業主は、事業実施承認の申請の際の

添付書類である団体の構成員名簿や、アンケート調査票

により把握すること。

自主点検の結果、事業終了時より年次有給休暇の取得

率が低下している等、労働時間等の設定の改善に向けた

取組が低調なことを確認した場合は、当該事業場に架電

等により、現状を理解させた上で、ワークショップ及び

コンサノレテイングの手法を説明し、いずれかの手法を利

用するよう働きかけること。

コンサノレティングを希望する場合には、必ずコンサル

ティングを実施すること。

（イ） 平成 25年度に推進助成金事業の実施を承認された団体

及び当該団体の構成事業主

a、bの順番で必要な指導を行うこと。

a 事業実施年度の翌年度の第 1四半期を目途に、助成金

を支給した団体から提出された事業開始時及び事業終了

時のアンケート調査票から、

医療業以外の業種の団体については①又は②のい

ずれかに該当する構成事業主

① 事業終了時の年次有給休暇の取得率又は取得日

数が、事業開始時より低下したもの
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② 事業終了時の労働者 I人当たりの月間所定外労

働時間数が、事業開始時より増加したもの

医療業の団体については、団体が選択した成果目

機の実績を把握し、事業開始前より取組が後退した

構成事業主

を把握し、当該構成事業主における労働時間等の設定

の改善に向けた問題点について、必要に応じて団体か

ら取組の状況を確認し、分析を行った上で、当該構成

事業主が問題点の解決に向け継続的に取り組めるよう

に、当該構成事業主に対し団体による助言・指導、情

報の提供その他の援助を行うよう、団体に対して働き

かけること。

b 事業実施年度の翌年度の第4四半期を回途に、別添6

「労働待問等設定改善推進助成金支給団体の構成事業場

に対する自主点検表j （医療業応属する団体の場合は別

添 7 r労働時間等設定改善推進助成金支給団体の構成事
業場に対する自主点検表（医療業用）」）を用いてすべ

ての構成事業場に対して、自主点検を実施すること。

ただし、翌年度内の実施が困難な場合には、事業実施

年度の翌々年度iこ実施して差し支えないとと。

自主点検の対象事業主は、事業実施承認の申請の際の

添付書類である団体の構成員名簿や、アンケート調査票

により把握すること。

自主点検の結果、事業終了時より年次有給休暇の取得

率が低下している等、労働時間等の設定の改善に向けた

取組が低調なことを確認した場合は、当該事業場に架電

等により、現状を理解させた上で、ワークシ冒ツプ及び

コンサノレティングの手法を説明し、いずれかの手法を利

用するよう働きかけること。

コンサルティングを希望する場合には、必ずコンサノレ

ティングを実施すること。

（す） 平成 26年度以降に推進助成金事業の実施を承認された

団体及び当該団体の構成事業主

a、bの順番で必要な指導を行うこと。
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a 事業実施年度の翌年度の第 1四半期を目途に、助成金

を支給した団体から提出された事業開始時及び事業終了

時のアンケート調査票から、

医療業以外の業種の団体については①又は②のい

ずれかに該当する構成事業主

① 事業終了時の年次有給休暇の取得率又は取得日

数が、事業開始時より低下したもの

② 事業終了時の労働者 1人当たりの月間所定外労

働時間数が、事業開始時より増加したもの

③ 事業終了時の過労働時聞が 60時聞を超える労働
者の割合が、事業開始時より増加したもの

医療業の団体については、図体が選択した成果目

標の実績を把握し、事業開始前より取組が後退した

構成事業主

を把握し、当該構成事業主における労働時間等の設定

の改善に向けた問題点について、必要に応じて団体か

ら取組の状況を確認し、分析を行った上で、当該構成

事業主が問題点の解決に向け継続的に取り組めるよう

に、当該構成事業主に対し団体による助言・指導、情

報の提供その他の援助を行うよう、団体に対して働き

かけること。

b 事業実施年度の受年度の第4四半期を回途に、別添 6

「労働時間等設定改善推進助成金支給団体の構成事業場J

に対する自主点検表J （医療業に属する団体の場合は別

添7 「労働時間等設定改善推進助成金支給団体の構成事

業場に対する自主点検表（医療業用）」）を用いてすべ

ての構成事業場に対して、自主点検を実施すること。

ただし、翌年度内の実施が困難な場合には、事業実施

年度の翌々年度に実施して差し支えないこと。

自主点検の対象事業主は、事業実施承認の申請の際の

添付書類である屈体の構成員名簿や、アンケート調査票

により把握すること。

自主点検の結果、事業終了時より年次有給休暇の取得

率が低下している等、労働時間等の設定の改善に向けた

取組が低調なことを確認した場合は、当該事業場に架電

等により、現状を理解させた上で、ワークショップ及び
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コンサノレティングの手法を説明し、いずれかの手法を利

用するよう働きかけるとと。

なお、

コンサノレティングを希望する場合には、必ずコンサノレ

ティングを実施すること。

イ 改善助成金

(I)及び（イ）の区分に留意の上、第 3四半期までを目途に、

コンサルティングを実施すること。

(7) 平成 24年度までに改善助成金に係る計画を認定した事

業主

a及びbの区分に応じ、別添8 「職場意識改善助成金支

給企業に関する調査票（平成 24年度までに計画認定した

事業場用） Jにより、現状を把握し、労働時間等の設定の

改善が望まれる事項を確認した場合は、必要な指導を行う

こと。ただし、事業終了後、コンサルティングを実施し、

現状を把握するとともに、必要な指導等を行っているもの

については、対象から除外して差し支えないこと。

a 助成対象事業実施期間終了後 1年未満の事業主

①及び②のいずれかに該当する場合は、上記イの（7)

の調査票により現状を把握し、労働時間等の設定の改善

が望まれる事項を確認した場合は、必要な指導を行うこ

と。

① 事業終了時の年次有給休暇の取得率が、事業開始時

より低下したもの（当該事業主の計画を認定した年度

の職場意識改善助成金支給要領（以下 f支給要領j と

いう。）様式第 10号「職場意識改善助成金実施結果

報告書j ( 2年度目に改善助成金を支給しなかった場

合は同様式第 9号「職場意識改善助成金事業実施状況

報告書」）の 2 ( 5）関係）

② 事業終了時の労働者 1人当たりの月間所定外労働

時間数が、事業開始時より増加したもの（支給要領様

式第 10号「職場意識改善助成金事業実施結果報告書」

( 2年度目に改善助成金を支給しなかった場合は同

様式第 9号「職場意識改善助成金事業実施状況報告

書」）の 2( 6）関係）

b 助成対象事業実施期間終了後 1年以上経過した事業主
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改善助成金を支給したすべての事業主に対して、事業

廃止等の特段の事情がない限り、コンサノレティングを実

施し、上記イの（7）の調査票により現状を把握し、 2年

度目事業終了時（ 2年度目に改善助成金を支給しなかっ

た場合は 1年度目事業終了時）と比較して年次有給休暇

の取得率が低下している等、労働時間等の設定の改善に

向けた取組が低調なことを確認した場合は、必要な指導

を行うこと。

（イ） 平成 25年度以降に承認申請した事業主

a、b、cの区分に応じ、必要な指導を行うこと。なお、

平成 26年度に Jテレワークコ｝ス」の承認申誇した事業

主は除く。

a 事業実施期間中の事業主

平成 25年度以降に助成金事業実施承認申請があった

すべての事業主に対しては、承認申請年度に、実施体制

の整備のための措置及び支給対象の事業を完了した際

に提出される「職場意識改善助成金事業実施状況報告書」

（支給要領様式第 9号）の内容により、あらかじめ実施

状況を把握したよで、コンサノレティングを実施し、確実

に成果目標を達成できるよう必要な指導を行うこと。

b 助成対象事業実施期間終了後 1年未満の事業主

次の①、②のいずれかに該当する場合は、事業実施終

了年度の翌年度に、 )JIJ添9 「職場意識改善助成金支給企

業に関する調査票（平成 25年度以降に承認申請した事

業場用） Jにより現状を把握し、労働時間等の設定の改

善が望まれる事項を確認した場合は、必要な指導を行う

こと。

① 事業終了時の労働者 1人当たりの年次有給休暇の

年間取得回数が、事業開始時より低下したもの（様式

第 11号「職場意識改善助成金事業実施結果報告書」

の1 ( 1 ）関係）

② 事業終了時の労働者 1人当たりの月間所定外労働

時間数が、事業開始時より増加したもの（様式第 11 

号f職場意識改善助成金事業実施結果報告書」の 1( 2) 

関係、）

c 助成対象事業実施期間終了後 1年以上経過した事業
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主

改善助成金を支給したすべての事業主に対して、事業

廃止等の特段の事情がない限り、上記bの調査票に基づ

き、コンサルティングを実施し、事業終了時と比較して、

労働者の年次有給休暇の年間取得日数が減少している

等、取組が低下していることを確認した場合は、必要な

指導を行うこと。

(3) コンサルティングの申出のあった事業場

コンサルタントの申出（ワ」クショップ後のアンケ」ト等に

よる申出を含む。）を受理した場合、速やかに当該事業場に架

電の上、希望するコンサノレティングの内容を把握するとともに、

コンサノレテイング実施日時の調整を行うこと。

(4) 法令を遵守し、長時間労働の抑制等について改善意欲がある

ものとして、署から情報提供された事業場

長時間労働の抑制’を図るため、事業場に対し、改善のための

課題を認識させた上で、課題を踏まえた取組方策を提案するな

ど、効果的なコンサルティングを実施するとと。

また、ロンサノレティングに当たっては、あらかじめ事業場と

実施時期等の調整を行うこと。

なお、コンサノレティングの対応の結果については、事業場の

承諾が得られた場合、当該暑に対し、情報提供すること。

(5) 36協定において 1か月当たり即時聞を超える協定を締結し

ていると薯より情報提供された事業場（限度基準第 5条第1

号、第2号又は第4号による適用除外になっている事業は除

く。）

平成 18年3月 17日付け基発第 0317008号「過重労働による

健康障害防止のための総合対策J別紙1の3の（3）に掲げる措置

を的確に講ずるため、引き続き、局暑の連携により、的確な対

象選定を行い、自主点検、ワークショップ、コンサルティング

等の手法を講ずること。

なお、自主点検を実施する場合には、別添4 「労働時間等設

定改善自主点検表j を活用すること。

2 ワ｝クショップ実施事業場に対するフォローアップについて

ワークショップ実施事業場に対するフォローアップは、ワーク

ショップ実施の翌年度に実施すること。ただし、労働時間等に係

る制度の改善等に要する期間等を考慮、し、ワークショップ実施日
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から 6か月以上の期間を確保すること。ワークショップを実施し

た全事業場に対して実施する自主点検については、別添 5 「労働

時間等設定改善自主点検表」を用いること。

自主点検を行った場合、 Jjlj添4「対象事業場管理表」を活用し、

状況を記録するなどして、進捗状況を管理すること。

3 コンサルタント活動に関する行政効果の把握について

局選定業種の事業場について、コンサルティングを行い、一定

期間経過後（概ね1年（目途））、再度コンサルティング又は自

主点検を行い、行政効果の把握に努めるとと。

また、把握した結果については、次年度以降の局選定業種を検

討する際の基礎資料として活用するとと。

第6 中長期的な見通しをもった対応（業務通達記の第 5関係）

年間計画は、原則、前年度中に策定すること。また、対象事業

場数が膨大に及び単年度での実施が図難な場合はv必要に応じ、
中長期的な見通しをもった計画についても策定すること。なお、

当該計画を策定する場合も、原則、前年度中に策定すること。

第7 関係行政機関等との連携（業務通達第6の2関係）

都道府県、市町村、関係行政機関、 Np Oを含む地域団体等が

行うワーク・ライフ・バランスに関する取組について、随時情報

収集を行い、これら関係行政機関等どの連携・協働に努めるとと。

なお、連携・協働については、以下に掲げる方法が考えられる。

① 関係行政機関等との合同による個別訪問

② 関係行政機関が主催する説明会等の場を活用した集団指導

③ ワーク・ライフ・パランスに関して地域団体が行うイベント

等への参画やブースの出展

第 8 その他（業務通達第7関係）

1 コンサルタントによる好事例の収集とその活用

コンサノレティングやワークショップ等の機会を通じ、年次有給

休暇の取得促進（特に、計画的付与制度を活用したもの）並びに

長時間労働の抑制等の好事例及び地域において休日の普及に取り

組んでいる情報等を積極的に収集し、今後のコンサノレティングや

ワ｝クショップの機会に活用すること。

好事例の収集に際しては、上記のほか、部下の長時間労働や年
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次有給休暇取得状況の達成状況を上司の人事評価に反映させてい

る事例や、上司と部下との円滑なコミュニケ｝ションによって、

求められている仕事の内容・水準が明確化されるなどの結果、長

時間労働の抑制に繋がった事例についても、積極的に収集するこ

と。

2 本省への報告について

(1) 好事例の報告

業務通達の記の第 7によるもののほか、局の取組による効果

を把握している事例のうち、例えば、次のような事例について、

その概要を取りまとめ、本省労働条件政策課に報告するとと。

本省において、報告を受けた取組事例については、随時、各局

に情報提供する。

ア コンサルティングを希望する事業場が増えた取組事例

イ 助成金を支給した事業場又はコンサルティングを行った事

業場における長時間労働の削減及び年次有給休暇の取得促進

の好事例

(2) 「働き方・休み方改善協議会j （仮称）に係る情報の報告

年次有給休暇の取得促進に関して、地方自治体や地場企業な

どを巻き込んで、地域ぐるみで年次有給休暇の取得促進に取り

組んでいる事例を把握した場合は、随時本省労働条件政策課へ

報告すること。

3 コンサノレタント制度の周知

コンサルタント制度の利用拡大のため、以下に掲げる方法を参

考に、積極的かつ効果的に周知活動に取り組むこと。

( 1) 局ホームペ｝ジを活用した周知

(2) 局暑における集団指導等の機会をとらえた周知

(3) 助成金と併せた利用勧奨

(4) 自治体や関係団体等が発行する広報誌等を活用した周知

(5) 事業主団体、元請会社、親会社等を通じた関係事業場に対す

る利用勧奨

4 上記 1及び2による好事例及び地域における労働時間等の設定

の改善に関する情報の収集については、とのための特段の調査・

確認等を求めるのではなく、通常業務の中の事業場の帳簿等の点

検・確認や事業主からの聴取等を行う過程において把握すれば足

りるものである ζ と。
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改正平成24年4月2日 一部改正

改正平成25年 4月 1日 一部改正

改正平成25年 5月15日 一部改正

改正平成26年 4月 1日 一部改正
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